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１．調査概要 

（１）調査目的 

平成１８年１２月に「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以

下、バリアフリー新法）」が施行されました。この法律は、これまでの「高齢者、

身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律（以下、ハ

ートビル法）」と「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化

の促進に関する法律（以下、交通バリアフリー法）」が統合されたもので、重点整

備地区の範囲の拡大を始めとして、バリアフリーをこれまで以上に進めるべく各種

施策が講じられることとなっています。この中で、特にバリアフリーを進める上で

のＰＤＣＡ（計画、実施、評価、反映）のサイクル実施によるスパイラル・アップ

が重要視されることとなりました。 

本調査は、このような法律の切り替え期において、交通バリアフリー法にもとづ

き策定されている各地方自治体の基本構想のその後の状況並びに今後に向けた教

訓及び課題などを調査分析し、この結果を地方自治体や交通事業者等の関係者が共

有することにより、今後のバリアフリー施策の効果的な検討に活かすことを目的と

するものです。 

 

  ＜調査イメージ＞ 
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（２）調査体制 

 ■調査フロー 

 

Ⅰ 

市町対象調査 

Ⅱ 

交通事業者調査

Ⅲ 

ユーザー調査 

 

 

 

 

  Ⅳ 

ヒアリング調査 

 

 

 

 

 

基本構想評価調査検討委員会による評価検討 

 

 

 

 

 
成果物の活用 

 ・基本構想策定済み自治体が、今後のバリアフリー整備のスパイラル・

アップ及び他のプロジェクトへ応用 

 ・基本構想未策定自治体が、今後の基本構想策定において活用 

 ・ＮＰＯ等関係者が、基本構想策定委員会に参画する際の参考 

 ・国が、バリアフリー整備の具体的施策展開において活用 

 

 

 

 

 

 

 

  ■調査内容 

   Ⅰ 市町対象調査 

    ⅰ 調査方法 

      近畿運輸局管内における交通バリアフリー基本構想策定の 55 市町（平成

19 年 5 月末現在）を対象に、郵送送付回収方式によるアンケート調査を実

施する。 

    ⅱ 調査項目 

     ①基本構想作成時 

      基本構想はどのような庁内環境においてどのような工夫によって作成さ

れたか。 

      ア．市町の施策におけるバリアフリー(町づくり)施策の位置づけ 

      イ．庁内でのバリアフリー(町づくり)施策を優位に進めるための工夫 

      ウ．庁内での交通バリアフリー法の基本構想の理解度 
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      エ．庁内での交通バリアフリー法の基本構想に対する状況 

      オ．基本構想作成において、各関係者とどのような調整や進め方 

      カ．基本構想作成において、担当者（課）が工夫した内容   など 

     ②基本構想作成後 

       基本構想作成後、その進捗管理と評価はどのように実施され、また整備

推進のためにどのような工夫があったか。 

      ア．基本構想作成後におけるバリアフリー整備の進捗状況 

      イ．基本構想作成後、基本構想に影響するような支障の発生状況、またそ

れに対する対応方策 

      ウ．バリアフリー整備に関する情報の関係者間及び利用者間での共有状況 

      エ．スパイラル・アップのための仕組みの有無 

      オ．バリアフリー整備終了後のフォロー状況   など 

     ③新法への対応 

       旧法での基本構想は新法での基本構想と見なされるため必ずしも見直

す必要はないが、例えば、今後各地のバリアフリー整備が進む中で「現法

（新法）」による整備を望む声が利用者から各市町へ出てくることも考え

られる。このような高規格のバリアフリー整備を求める社会状況の変化へ

の対応策の検討参考資料とする。 

      ア．スパイラル・アップの具体化の状況 

      イ．心のバリアフリーの具体化の状況 

      ウ．旧法と新法の整合性に対する対応状況   など 

    

   Ⅱ 交通事業者調査 

    ⅰ 調査方法 

      近畿運輸局管内で事業を営む交通事業者を対象にアンケート調査を実施

する。 

    ⅱ 調査内容 

      新規基本構想作成予定市町においては、各関係者とどの様な調整を進める

かは未知の部分であり、交通事業者のこれまで取り組んだ考え方は、新規基

本構想作成予定市町の取組の参考となる。 

     ○基本構想作成にあたっての考え方   など 

   Ⅲ ユーザー調査 

    ⅰ 調査目的 

      障害者・高齢者等を対象に、高齢者、障害者等の移動及び建築物等の施設

の円滑な利用について、現状の評価やニーズをヒアリング調査により把握す

る。 
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    ⅱ 調査対象と方法 

      調査は障害者及び高齢者等の団体を対象とし、訪問ヒアリング方式で行う。 

    ⅲ 調査項目 

     ○基本構想策定時の参画について 

      ・基本構想策定委員会等の参画形態について 

      ・構想に対する障害者及び高齢者等の意見の反映について  など 

     ○基本構想策定後のバリアフリー整備の状況について 

      ・重点整備地区で利用しにくい施設の改善について    など 

   Ⅳ 自治体へのヒアリング調査 

    ⅰ 調査目的 

      今後の基本構想策定やバリアフリー整備に活かしていくため、アンケート

調査ではつかめない細かな内容を調査する。 

    ⅱ 調査対象と方法 

      アンケート調査により得られた回答を整理し、基本構想策定段階での課題

や工夫、基本構想策定後の課題や工夫を類型化し、代表的な自治体を１０程

度抽出する。調査は、訪問ヒアリング方式により実施する。 

    ⅲ 調査項目 

     ○基本構想策定段階での課題について 

     ○基本構想策定段階での課題解決の工夫について 

     ○基本構想策定後の進捗管理について 

     ○基本構想策定後の課題について 

     ○基本構想策定後の課題解決の工夫について 

     ○今後のスパイラル・アップの具体的取り組みについて 

     ○新法への対応について 
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（３）基本構想策定によるまちづくりの意義 

 

  ＜交通バリアフリーの歴史＞ 

   わが国における交通バリアフリーの取り組みには、３０年を超える歴史がありま

す。社会的な取り組みとしての始まりは、昭和４０年代後半の障害当事者の市民運

動の各地における広がりにさかのぼることができます。この運動にともない、昭和

５０年代には各地の自治体で福祉のまちづくり条例が制定されるようになりまし

た。 

   昭和５０年代後半からは国の動きも活発化しました。モデル地区整備や整備基準

ガイドラインづくりに始まり、平成６年６月には建築物を中心としたハートビル法

が制定されました。平成１２年１１月には、駅及びその周辺地区を中心に交通の円

滑化を包括的に行う交通バリアフリー法が制定されました。 

   そして平成１７年７月には、「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」とい

うユニバーサルデザインの考え方を踏まえ、今後、身体的状況、年齢、国籍などを

問わず、可能な限り全ての人が、人格と個性を尊重され、自由に社会に参画し、い

きいきと安全で豊かに暮らせるよう、生活環境や連続した移動環境をハード・ソフ

トの両面から継続して整備・改善していくという理念に基づき、「ユニバーサルデ

ザイン政策大綱」が策定されました。平成１８年には、バリアフリー新法が制定さ

れました。 

 

  ＜市民協働のまちづくりにおける基本構想策定の位置づけ＞ 

   このユニバーサルデザイン政策大綱の基本的な考え方において、「利用者の目線

に立った参加型社会の構築」を推進することが必要とされています。また、交通バ

リアフリー法やバリアフリー新法で提起される基本構想作成には、利用者の意見を

反映させることが求められています。 
   つまり基本構想策定は、利用者意見を反映させたバリアフリー整備を計画する一

つの手法ですが、近年各地で進められている市民協働のまちづくりの基本でもあり

ます。基本構想作成はバリアフリー整備の推進というだけでなく、その市町の今後

のまちづくりの方向性を表すものでもあるのです。 
 

 5



２．バリアフリー新法が求めるものと現在の基本構想策定状況 

 

 ＜バリアフリー新法が求めるもの＞ 

  平成１７年７月に、「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバー

サルデザインの考え方を踏まえた国土交通行政を推進するため、バリアフリー施策の

指針となる「ユニバーサルデザイン政策大綱」が取りまとめられました。この「ユニ

バーサルデザイン政策大綱」の施策がバリアフリー新法に活かされています。 

  交通バリアフリー法においても、基本構想策定時の利用者意見反映は重視されてい

ましたが、バリアフリー新法においてはさらに基本構想の提案制度を設けるなど、利

用者意見の反映を充実させることが重要な取り組みとしています。 

  また、バリアフリー新法は交通バリアフリー法より拡充・拡大されましたが、特に

取り組み全体への「スパイラルアップ」の導入と「心のバリアフリー」の促進につい

ては、これまで以上に積極的に取り組むことが求められています。 

  このようにバリアフリー新法は、高齢化社会対策と共生社会の実現の喫緊の施策と

して掲げられ、国や地方公共団体をはじめ各関係者に幅広い責務を課せる中でバリア

フリー化を推進することとしています。 

 
 

（平成１２年１１月）

交通バリアフリー法 

○利用者意見を反映させたバ

リアフリー整備の推進 

（平成１７年 ７月） 

ユニバーサルデザイン政策大綱 

○「どこでも、だれでも、自由

に、使いやすく」という考え

方を踏まえた施策の推進 

 

より積極的な考え方 

◆基本構想の提案制度 
◆スパイラルアップの導入 
◆心のバリアフリーの促進 

など 

（平成１８年１２月） 

バリアフリー新法 

○高齢化社会対策と共生社会の実現の喫緊の施策 
○国・地方公共団体・各関係者によるバリアフリー化の推進 
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＜現在の基本構想策定状況＞ 

  平成１９年１１月３０日現在、１日の利用者数５，０００人以上の旅客施設（以

下、特定旅客施設）が所在する近畿地方の１００市町のうち、５４％で基本構想が

策定されています。 

  この割合は、全国（４１％）や関東地方（３７％）、中部地方（３５％）を大き

く上回るものです。特に大阪府（７４％）、滋賀県（７５％）の割合は、１０以上

の特定旅客施設が所在する都道府県の中で最も高くなっています。 

  このことから、近畿地方は全国的に見ても基本構想策定の先進地域であり、他地

方と比べてバリアフリーへの意識が高く、策定およびバリアフリー整備に関わる事

例・ノウハウが多く蓄積されていると考えられます。 

 

 

地域 

① 特定旅客施

設が所在する

市町村数 

② ①のうち、

基本構想を策

定した市町村

数 

割合 

（②／①） 

近畿地方 １００ ５４ ５４％ 

（大阪府） （３９） （２９） （７４％） 

（滋賀県） （１２） （９） （７５％） 

全国 ５２４ ２１５ ４１％ 

関東地方 １９８ ７３ ３７％ 

中部地方 ８４ ２９ ３５％ 
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神奈川県

埼玉県

群馬県

栃木県

茨城県

千葉県

東京都

和歌山県

奈良県

滋賀県

京都府

兵庫県

大阪府
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0

　【５２４市町村中】
　　　　　　（利用者数５千人/日以上の旅客施設がある市町村）

１日の利用者数5,000人以上の旅客施設が所在する市町村（５２４市町村）
における基本構想作成（予定）状況都道府県別集計（平成1９年１１月３０日現在）

＜交通バリアフリー法に基づく基本構想作成（予定）状況調査（平成18年3月31日現在調べ）より作成＞

注）　平成１８年３月調査をベースに平成１９年１１月３０日までに基本構想を受理した市町村や協議会等
を設置した旨の連絡があった市町村を反映した。

作成予定無し　（１４２市町村）

作成済み　（２１５市町村）

作成中　（３市町村）

Ｈ１８・１９年度中に着手予定　（８市町村）

時期未定だが将来的に作成予定　（１５６市町村）

市町村数（（　）内は（基本構想策定市町村数／５千人以上の旅客施設がある市町村数））

（９/５２）

（２１/４９）

（６/３９）

（２９/３９）

（１３/３２）

（１６/２７）

（９/２２）

（８/２０）

（８/１８）

（１０/１４）

（６/１６）

（７/１４）

（０/１４）

（１/１２）

（９/１２）

（７/１１）

（４/１０）

（４/１０）

（４/１０）

（５/８）

（３/９）

（２/７）

（２/７）

（２/５）

（３/５）

（２/５）

（２/５）

（２/５）

（１/６）

（２/４）

（２/４）

（１/４）

（１/３）

（１/３）

（１/３）

（２/３）

（０/３）

（０/２）

（１/２）

（２/２）

（１/１）

（１/１）

（１/１）

（１/１）

（１/１）

（０/１）

（２/２）

（５４/１００）

近畿地方

（７３/１９８）

（２９/８４）

関東地方

中部地方



３．基本構想策定の取り組みと課題解決の状況 

  基本構想策定の取り組みと課題解決の状況を把握するために、近畿管内において既

に基本構想を策定している自治体および交通事業者を対象にアンケート調査とヒア

リング調査を、障害者・高齢者等を対象にヒアリング調査を実施しました。 

 

 アンケート調査 

 （基本構想策定者） 

対象 近畿管内において既に基本構想を策定している５５自治体 

実施期間 平成１９年８月１５日（水）～８月２９日（水） 

回収サンプル数 ５０（人口２０万人以上１９自治体、２０万人未満３１自治体）

 

 （交通事業者） 

対象 近畿管内において営業を行っている５４交通事業者 

実施期間 平成１９年８月１５日（水）～８月２９日（水） 

回収サンプル数 ２７ 

 

 

 ヒアリング調査 

 （基本構想策定者） 

対象 アンケート調査に回答した、特徴ある取り組みを行う自治体 

実施期間 平成１９年１０月２４日（水）～１２月１９日（水） 

実施回数 ２０ 

 

 （交通事業者） 

対象 特徴ある取り組みを行う交通事業者 

実施期間 平成１９年１１月１日（木）～１２月１１日（火） 

実施回数 ５ 

 

 （利用者） 

対象 基本構想策定に協力した障害者・高齢者 

実施期間 平成１９年１１月６日（水）、１９日（月） 

実施回数 ２ 
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  基本構想策定の取り組みと課題解決の状況について、アンケート調査とヒアリング

調査で得られた主な回答をとりまとめると、以下のとおりです。 

 

（１）基本構想策定時の取り組み状況 

  ①基本構想策定の進め方 

   ■検討を始めるまでの経緯 

    ・庁内におけるバリアフリー施策の位置づけ 

      ８８％の市町において、市町の重要施策や上位計画で掲げられるなど、基

本構想策定以前にバリアフリー施策が庁内施策において位置づけられてい

ます。 

 

48.0

52.0

12.0

16.0

6.0

0 20 40 60

市町の重要施策などとされていた

マスタープラン、都市計画などに具体的

に掲げられていた

特に計画としては掲げられてなかった

単独の計画があった

その他

％ 

 

 

 

 

 

 

                               （複数回答） 

 

      バリアフリー施策の位置づけは、人口規模が比較的大きい市町で重要とさ

れる傾向が見受けられます。重要施策などとされていた市町は、人口２０万

以上では６８．４％にのぼるのに対し、２０万人未満では３５．５％にとど

まっています。また特に計画として掲げられていなかった市町は、人口２０

万人以上では５．３％にとどまるのに対し、人口２０万人未満では１６．１％

にのぼっています。 

 

35.5 

54.8 

16.1 

19.4 

3.2 

0 20 40 60

市町の重要施策などとされていた

マスタープラン、都市計画などに

具体的に掲げられていた

特に計画としては掲げられてな

かった

単独の計画があった

その他

％

20万人未満

68.4 

47.4 

5.3 

10.5 

10.5 

0 20 40 60

市町の重要施策などとされていた

マスタープラン、都市計画などに

具体的に掲げられていた

特に計画としては掲げられてな

かった

単独の計画があった

その他

％

20万人以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本
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※20 万人以上 19 自治体、20 万人未満 31 自治体 

構想策定者向けアンケートＡ（１）） 



    ・不足もしくは必要とした情報 

      基本構想策定時に不足もしくは必要とした情報は、他の市町村の先進事例

に関する情報である場合がもっとも多くなっています。 

28.0

38.0

46.0

36.0

4.0

0 20 40 6

国の支援制度（補助金など）についての情

報

コンサルタントの活用方法（委員会の進め

方やワークショップの運営など）

他の市町村の先進事例（課題や悩み解決の

対応策、工夫）の情報

基本構想策定協議会などの運営方法などの

情報

その他

％

0 

 

 

 

 

 

 

                               （複数回答） 

 

      必要とされた情報は、人口規模が大きい市町でコンサルタントの活用方法

や協議会の運営方法などの具体的なノウハウがより必要とされた傾向が見

受けられます。市民・事業者などの関係者が多いことから、策定のための具

体的なノウハウがより必要とされたものと考えられます。 

 

22.6 

32.3 

45.2 

29.0 

3.2 

0 20 40

国の支援制度（補助金など）についての情報

コンサルタントの活用方法（委員会の進め方や

ワークショップの運営など）

他の市町村の先進事例（課題や悩み解決の対応

策、工夫）の情報

基本構想策定協議会などの運営方法などの情報

その他

％

20万人未満

36.8 

47.4 

47.4 

47.4 

5.3 

0 20 40

国の支援制度（補助金など）についての情報

コンサルタントの活用方法（委員会の進め方や

ワークショップの運営など）

他の市町村の先進事例（課題や悩み解決の対応

策、工夫）の情報

基本構想策定協議会などの運営方法などの情報

その他

％

20万人以上

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本
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※20 万人以上 19 自治体、20 万人未満 31 自治体 
 

構想策定者向けアンケートＡ（６）） 



    ・要望の有無 

      ６０％の市町において、市民・首長・議会の少なくともいずれかから基本

構想策定の要望・提案を受けています。また４０％の市町において、補助金

申請を優位に進めるために策定しました。 

      要望・提案を受けたことにより、市政における位置づけや優先度が高まり、

策定に向けた庁内における動きがスムーズになり、補助金獲得等に向けて積

極的になったことが考えられます。 

 

     （※）バリアフリー新法より、住民提案制度という手段が新しく利用可能とな

っています 

32.0

28.0

22.0

40.0

18.0

0 20 40 60

市民（障害者団体など）から策定の要望があった

首長（市町長）の施策として提案があった

議会から要望があった

補助金申請において優位に進めるため策定した

その他

％ 

 

 

 

 

 

                               （複数回答） 

（基本構想策定者向けアンケートＡ（４）） 

 

    ・再開発計画がきっかけの場合 

      多くの市町で、橋上駅化や駅前広場の再開発などの鉄道事業者と連携した

開発計画に合わせて、駅周辺と合わせた一体的なバリアフリー整備を行うこ

とが、基本構想策定のきっかけとなっています。 

（基本構想策定者向けヒアリング：守山市など） 

 

    ・駅舎のエレベータ設置がきっかけの場合 

      多くの市町で、駅舎にエレベータ設置などのバリアフリー化を行う必要が

生じ、設置のための補助金を申請することが、基本構想策定のきっかけとな

っています。 

（基本構想策定者向けヒアリング：守口市、豊中市など） 
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   ■検討中の庁内調整 

    ・バリアフリー施策の優先度を上げる工夫 

      ５０％の市町において、バリアフリー施策の優先度を上げるために、勉強

会や庁内調整会議など行政内部での何らかの工夫が行われています。 

 

22.0

32.0

26.0

22.0

20.0

20.0

0 20 40

優先度を上げるため行政内部で勉強会を何度も開催した

予算確保のため庁内調整会議を何度も開催した

利用者ニーズを活用するため市民アンケートを基本構想策定委

員会設置前に実施した

利用者ニーズをより強く引き出すため基本構想策定委員会設置

前に行政担当者と市民が参加したワークショップを開催した

その他

未回答

％

 

 

 

 

 

 

 

                               （複数回答） 

 

      優先度を上げるための取り組みは、全体的に人口規模の大きい市町で積極

的に取り組まれる傾向が見受けられます。このことは、庁内における意識に

は規模の大小で差があることを示していると考えられます。 

 

 

19.4 

29.0 

22.6 

19.4 

25.8 

19.4 

0 20 40

優先度を上げるため行政内部で勉強会を何度も開催した

予算確保のため庁内調整会議を何度も開催した

利用者ニーズを活用するため市民アンケートを基本構想策定委

員会設置前に実施した

利用者ニーズをより強く引き出すため基本構想策定委員会設置

前に行政担当者と市民が参加したワークショップを開催した

その他

未回答

％

20万人未満

26.3 

36.8 

31.6 

26.3 

10.5 

21.1 

0 20 40

優先度を上げるため行政内部で勉強会を何度も開催した

予算確保のため庁内調整会議を何度も開催した

利用者ニーズを活用するため市民アンケートを基本構想策定委

員会設置前に実施した

利用者ニーズをより強く引き出すため基本構想策定委員会設置

前に行政担当者と市民が参加したワークショップを開催した

その他

未回答

％

20万人以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本
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※20 万人以上 19 自治体、20 万人未満 31 自治体 

構想策定者向けアンケートＡ（２）） 



    ・策定当初の庁内での理解度 

      ６０％の市町において、基本構想策定当初から関連する複数の部局で理解

が得られていました。 

58.0

8.0

16.0

24.0

22.0

0.0

2.0

0 20 40 60

関連する複数の部局で理解が得られ…

政策部局のみの理解に止まっていた

福祉部局のみの理解に止まっていた

都市計画部局のみの理解に止まって…

建設部局のみの理解に止まっていた

庁内で全く理解が得らなかった

その他

％
 

 

 

 

 

 

 

                               （複数回答） 

（基本構想策定者向けアンケートＡ（３）） 

 

    ・策定のための庁内での取り組み 

      庁内においてもっとも取り組まれた庁内調整の内容は、幹部から理解を得

るための工夫でした。 

24.0

32.0

46.0

14.0

4.0

0 20 40

担当する人材・部署を確保できるようにした

調査費などの予算を確保できるようにした

庁内幹部に理解を得られるようにした

議会の理解が得られようにした

その他

％ 

 

 

 

 

 

                               （複数回答） 

      策定に向けた庁内の取組には、人口など規模の大きい自治体で比較的柔

軟な対応が行われていると考えられます。人口２０万人以上の市町では、

２０万人以下の市町に比べて、担当人材・部署の確保や、調査費などの予

算確保が積極的に実施されています。 

 

19.4 

25.8 

41.9 

19.4 

3.2 

0 20 40 60

担当する人材・部署を確保できるようにした

調査費などの予算を確保できるようにした

庁内幹部に理解を得られるようにした

議会の理解が得られようにした

その他

％

20万人未満

31.6 

42.1 

52.6 

5.3 

5.3 

0 20 40 60

担当する人材・部署を確保できるようにした

調査費などの予算を確保できるようにした

庁内幹部に理解を得られるようにした

議会の理解が得られようにした

その他

％

20万人以上

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本
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※20 万人以上 19 自治体、20 万人未満 31 自治体 
 

構想策定者向けアンケートＡ（５）） 



    ・庁内調整の有無 

      ８３％の市町において、基本構想策定に向けた庁内調整を必要としていま

す。（基本構想策定者向けアンケートＡ（７）） 

 庁内調整は必

要なかった

16.7%

庁内調整を必

要とした

83.3%

 

 

 

 

 

 

 

 

    ・庁内調整を重視する理由 

      基本構想策定は都市計画・道路整備・福祉・交通など関連部署が多く、ま

たバリアフリー整備のスケジュールを決めていることから財源の担保が必

要となることなどが、庁内調整を重視する市町が多い理由であると考えられ

ます。 

（基本構想策定者向けヒアリング：池田市など） 

 

   ■検討中の外部との調整 

    ・外部との取組み 

      ３８％の市町において、バリアフリー施策の優先度を上げるために、市民

アンケートやワークショップなど外部との取組みを実施しました。 

（基本構想策定者向けアンケートＡ（２）） 

 

    ・調整時期 

      府県・近隣市町、公安関係機関、交通事業者、商業施設管理者、市民団体

などいずれの外部機関とも、策定を進めながら調整することが最も多くなっ

ています。 

（基本構想策定者向けアンケートＡ（８）①－⑤） 

 

    ・複数の市町が連携して策定する場合 

      駅の徒歩圏に複数の市町が存在する場合、駅および周辺の再開発計画など

のスケジュールを考慮しつつ、費用面・情報面等で連携しながら基本構想策

定を進めています。 

（基本構想策定者向けヒアリング：門真市、守口市、吹田市など） 
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  ②基本構想策定時の課題と課題解決の工夫 

   ■駅舎関係 

    ・交通事業者との調整 

      交通事業者との調整は、公共交通特定事業全般について実施しています。 

（基本構想策定者向けアンケートＡ（８）③） 

 

    ・駅舎改善のスケジュールとの調整 

      バリアフリー整備は駅舎を中心とした面的なバリアフリー整備を実施す

るものであり、鉄道事業者の駅舎改善のスケジュールとも合わせて基本構想

を策定する必要があるという指摘があります。 

（基本構想策定者向けヒアリング：富田林市、吹田市など） 

 

   ■バス車両関係 

    ・交通事業者との調整 

      交通事業者との調整は、公共交通特定事業全般について実施しています。 

（基本構想策定者向けアンケートＡ（８）③） 

 

    ・低床バス導入による座席数の減少 

      低床バスの後部には大きな段差がある車両も多く、高齢者や障害者にとっ

て座りやすい座席数が少なくなっている現状があるようです。 

（交通事業者向けヒアリング：神姫バス、京阪バスなど） 

 

   ■道路関係 

    ・府県・近隣市町との調整 

      府県・近隣市町との調整は、特定経路の設定と事業化について実施する場

合が多くなっています。 

（基本構想策定者向けアンケートＡ（８）①） 

 

    ・特定経路の拡幅 

      基本構想策定に伴い国道事務所と交渉し、国道を拡幅する計画を立てた事

例があります。 

（基本構想策定者向けヒアリング：柏原市など） 

 

   ■公安関係 

    ・公安関係機関との調整 

      公安関係機関との調整は、特定経路の整備内容について実施する場合が多

くなっています。 

（基本構想策定者向けアンケートＡ（８）②） 
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    ・迷惑駐車防止の取組み 

      地元の文化行事を考慮して、特定経路の縁石をフルフラットした事例にお

いては、迷惑駐車しやすい道路環境への対策として迷惑駐車防止の重点モデ

ル地区を設定し、啓発活動なども実施しています。 

（基本構想策定者向けヒアリング：岸和田市） 

 

   ■商業施設管理者関係 

    ・商業施設管理者との調整 

      商業施設管理者との調整は、３３％の市町が実施しています。内容は特定

経路の選定・整備が多くなっています。 

（基本構想策定者向けアンケートＡ（８）④） 

 

    ・商店街のバリアフリー化 

      駅前商店街のバリアフリー化が課題とされてきた地区において、利用者と

商店街関係者が議論する場を設け、誘導ブロックの設置などを計画に盛り込

むことができた事例があります。 

（基本構想策定者向けヒアリング：池田市など） 

 

   ■市民団体関係 

    ・市民団体との調整 

      市民団体との調整は、内容は委員選定やワークショップの意見募集が多く

なっています。 

（基本構想策定者向けアンケートＡ（８）⑤） 

 

    ・市民参加の手続き 

      市民参加の手続きは、円滑に進められたことが分かります。６０％の市町

において特に状況は発生しませんでした。パブリックコメントが少ないと回

答した２８％の市町も、策定委員会で要望が十分に汲み取られたために発生

した結果と考えられます。 

（基本構想策定者向けアンケートＡ（９）） 

 

    ・関係者の相互理解 

      基本構想策定のためのワークショップが開催されるまで、行政・市民・障

害者・事業者などさまざまな関係者が一堂に会する機会はありませんでした

が、議論を通じて自分以外の関係者の立場も理解できるようになったという

意見が多くなっています。 

（基本構想策定者向けヒアリング：豊中市など） 
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   ■コンサルタントの関与 

    ・コンサルタントの関与 

      ９６％の市町において、コンサルタントを使って基本構想を策定しました。 

（基本構想策定者向けアンケートＡ（１１）） 

 

    ・コンサルタントに期待したこと 

      コンサルタントに対しては、専門性を活かしたさまざまな役割を果たすこ

とが、大きな偏りなく期待されています。 

 

 

68.8

56.3

66.7

64.6

41.7

6.3

0 20 40 60 80

利用者の意見を十分に反映してもらうこと

ワークショップのファシリテーターとしての

役割を果たしてもらうこと

バリアフリー点検調査等の方法に工夫をして

もらうこと

的確な先進事例の提供を受けること

実現可能な整備計画の提案を受けること

その他

％
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本構想策定者向けアンケートＡ（１３）） 

 

 

（２）基本構想策定後の取り組み状況 

  ①バリアフリー整備の課題と工夫 

    ・状況変化と課題 

      基本構想策定後、その計画に影響するような状況変化として、財政状況の

悪化による実施計画の遅れを指摘する市町が多くなっています。 

（基本構想策定者向けアンケートＢ（１）（２）） 

 

    ・障害者の使い勝手を把握するための工夫 

      整備進行中に、現行の基準に合わせるだけでは障害者の使い勝手を把握で

きないという課題が発生し、基本構想策定の段階で障害者によるチェックを

受ける仕組み（バリアフリーチェックシステム）を開発した事例があります。 

（基本構想策定者向けアンケートＢ（７）） 

（基本構想策定者向けヒアリング：豊中市） 
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    ・バリアフリー整備に向けた庁内意識の高まり 

      整備事業のスケジュールを明記したことなどにより、基本構想は実現の必

要性が高いものだという印象が、庁内に浸透しつつあるという市町もありま

す。 

（基本構想策定者向けヒアリング：池田市） 

 

  ②バリアフリー整備の進捗確認 

    ・進捗状況の把握 

      ６９％の市町において、バリアフリー整備の進捗状況を把握する担当（課）

を決めています。 

（基本構想策定者向けアンケートＢ（３）） 

    ・進捗を確認する場と頻度 

      ４０％の市町において、バリアフリー整備の進捗状況を確認する会議を開

催しています。 

 

確認の場（会議）がある 確認の場（会議）はない 未回答

38.0

63.2

22.6

56.0

31.6

71.0

6.0

5.3

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総計

20万人以上

20万人未満

． ． ．

 

 

 

 

 

 

      人口２０万人以上の市町では６３．２％で進捗状況を確認する会議を開催

しているのに対し、２０万人未満では２２．６％にとどまっています。この

ことから、比較的規模の大きい市町のほうが予算・人員的にも余裕があり、

バリアフリー整備に関わる情報発信を実施できていると考えられます。 

 

（基本構想策定者向けアンケートＢ（４）） 

 

    ・進捗を確認する場の開催 

      バリアフリー整備の進捗状況を確認する会議は、基本構想策定時の関係者

が集まって開催されることが多くなっています。 

（基本構想策定者向けヒアリング：高槻市、豊中市、吹田市など） 
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  ③バリアフリー整備の情報発信 

    ・進捗状況の広報媒体 

      ５８％の市町において、バリアフリー整備の進捗状況を情報発信していま

す。発信の手段はホームページ・議会報告・広報誌の順に多くなっています。 

（基本構想策定者向けアンケートＢ（６）） 

 

0.0

18.0

20.0

34.0

2.0

0 10 20 30 40

地域・自治会ニュースで掲載

市町の広報誌に掲載

議会で定期的に報告

市町のホームページに掲載

その他のマスメディアにより…

％
 

 

 

 

 

                               （複数回答） 

 

    ・ホームページによる情報提供の内容 

      ３４％の市町において、バリアフリー情報をホームページ上で発信してい

ます。発信している情報は、交通バリアフリーの用語解説、工事情報、進捗

状況、基本構想資料などが挙げられます。 

（基本構想策定者向けアンケートＢ（６）） 

（基本構想策定者向けヒアリング：豊中市、吹田市など） 
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（３）バリアフリー新法への対応 

  ①旧法下での基本構想の見直し状況 

    ・旧法下基本構想の見直し 

      ４９％の市町において条件が揃えば見直しを考えています。 

 

40.0 

8.0 

8.0 

22.0 

24.0 

10.0 

0 20 40

社会状況を見ながら見直す

市民等からの要請があれば見直す

予算措置が出来れば見直す

整備完了（が近い）のため見直す計画はない

その他

未回答

％
 

 

 

 

 

 

                               （複数回答） 

 

      人口２０万人以上の市町では２１．１％で市民等からの要請で見直しを考

えていますが、３６．８％で整備スケジュールの関係などから見直し計画が

ないと回答されています。このことから、人口規模の大きい市町では市民参

加の取り組みが比較的普及しており、策定時に市民からの要望を十分に汲み

取れている場合が多いと考えられます。 

41.9 

0.0 

6.5 

12.9 

25.8 

16.1 

0 20 40

社会状況を見ながら見直す

市民等からの要請があれば見直す

予算措置が出来れば見直す

整備完了（が近い）のため見直す計画はない

その他

未回答

％

20万人未満

36.8 

21.1 

10.5 

36.8 

21.1 

0.0 

0 20 40

社会状況を見ながら見直す

市民等からの要請があれば見直す

予算措置が出来れば見直す

整備完了（が近い）のため見直す計画はない

その他

未回答

％

20万人以上 

 

 

 

 

 

 

 

 ※20 万人以上 19 自治体、20 万人未満 31 自治体 

（基本構想策定者向けアンケートＣ（１）） 
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    ・平成２２年度に向けた取り組み 

      多くの市町では、平成２２年度までは現行の基本構想のままバリアフリー

整備を進め、平成２３年度に見直しを検討する予定としています。基本構想

をすべての駅で策定した後に旧法下で策定した基本構想の見直しを検討す

る市町や、平成２０年度から２２年度までの重点整備地区の整備状況を検証

する市町もあります。 

（基本構想策定者向けヒアリング：堺市、姫路市、吹田市など） 

 

 

  ②スパイラルアップの取り組み状況 

    ・スパイラルアップの取り組み 

      一部の市町において進捗を説明する機会を設置しています。多くの市町に

おいてもスパイラルアップについて検討されているようです。 

（基本構想策定者向けアンケートＣ（３）） 

 

    ・スパイラルアップの取り組み内容 

      商業施設管理者など関係者との議論を行う会議や、バリアフリー整備後に

再度まち歩きワークショップを開催する市町もあります。 

（基本構想策定者向けヒアリング：高槻市、豊中市、吹田市など） 

 

    ・地域内における意見交換の重要性 

      地域内の市町が意見交換を行う場を設ければ、それぞれの目標や実績を共

有することを通じてスパイラルアップなどの取組みも進むのではないかと

いう指摘があります。 

（基本構想策定者向けヒアリング：八尾市） 
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  ③心のバリアフリーの取り組み状況 

    ・心のバリアフリーの啓発・教育活動 

      ５７％の市町において、交通バリアフリー教室や啓発冊子の作成など、何

らかの形で心のバリアフリーの啓発・教育活動を計画もしくは実施していま

す。 

 

38.0 

16.0 

16.0 

26.0 

12.0 

0 20 40

計画（実施）している取組は特にない

街頭啓発活動など広報・啓発活動を計画（実施）

職員向け研修など教育・研修活動を計画（実施）

その他心のバリアフリーに向けた取組を計画（実施）

未回答

％
 

 

 

 

 

                               （複数回答） 

 

      人口２０万人以上の市町では、取り組みが特にない市町が２０万人未満の

４８．４％に対して２１．１％にとどまるのに対し、３６．８％で職員向け

教育研修活動を実施されています。このことから、比較的規模の大きい市町

のほうが心のバリアフリーの啓発・教育活動を実施しやすい環境にあり、実

施する場合は職員向けの活動を重視する場合が多いと考えられます。 

 

 

48.4 

16.1 

3.2 

22.6 

9.7 

0 20 40

計画（実施）している取組は特にない

街頭啓発活動など広報・啓発活動を計画（実施）

職員向け研修など教育・研修活動を計画（実施）

その他心のバリアフリーに向けた取組を計画（実施）

未回答

％

20万人未満

21.1 

15.8 

36.8 

31.6 

15.8 

0 20 40

計画（実施）している取組は特にない

街頭啓発活動など広報・啓発活動を計画（実施）

職員向け研修など教育・研修活動を計画（実施）

その他心のバリアフリーに向けた取組を計画（実施）

未回答

％

20万人以上

 

 

 

 

 

 
※20 万人以上 19 自治体、20 万人未満 31 自治体 

 

（基本構想策定者向けアンケートＣ（４）） 

 

    ・心のバリアフリーの取り組み内容 

      小中学校で心のバリアフリーについて授業を実施する市町や、啓発冊子を

作成する市町、ユニバーサルデザインに基づくイベントマニュアルを作成す

る市町などがあります。 

（基本構想策定者向けヒアリング：川西市、柏原市、神戸市、大阪市など） 
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（４）利用者、交通事業者から見た基本構想 

  ①利用者から見た基本構想 

    ・ワークショップなど参加状況 

      市町から地区の老人クラブや障害者団体への案内を受け、各団体から数名

ずつまち歩きや設置状況点検の会合に出席し、バリアフリー整備の課題や要

望を提供されています。 

（利用者向けヒアリング：大阪老人クラブ連合会、 

大阪市身体障害者団体協議会） 

 

    ・まちあるきなど、基本構想策定に関わる意義 

      バリアフリー整備はこれからの社会で是非とも実現していくべき課題で

はあるが、基本構想策定委員会に参加しなければ意見を反映できなかったと

いう指摘があるなど、利用者が日常的に意見を市町に伝える場はなく、基本

構想策定に関わる意義は大きいと感じられています。 

（利用者向けヒアリング：大阪老人クラブ連合会、 

大阪市身体障害者団体協議会） 

 

  ②交通事業者から見た基本構想 

   ■基本構想への期待や自社への影響 

    ・基本構想策定に期待したこと 

      障害者や高齢者の利便性向上や、国や府県の補助金などの整備費用捻出が

期待されている場合が多くなっています。 

（交通事業者向けアンケート（１）） 

 

    ・自社計画に与えた影響 

      社内における優先順位の向上や職印の意識改善といった肯定的影響や、十

分な費用が捻出できないなどの否定的影響が指摘されています。 

（交通事業者向けアンケート（２）） 

 

   ■鉄道事業者の課題や工夫 

    ・バリアフリー機能維持のための課題 

      駅舎のエレベータの保守・更新費用が鉄道事業者負担であることなどが課

題として指摘されています。 

（交通事業者向けアンケート（３）） 
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   ■バス事業者の課題や工夫 

    ・バリアフリー機能維持のための課題 

      低床車両導入に伴い車両後部や車輪上部の座席に大きな段差が生じて実

質的に座席数が減少したことなどが課題として指摘されています。 

（交通事業者向けアンケート（３）） 

 

    ・自然環境による影響 

      低床車両は下部にブレーキシャフトがあるため、山間部では冬の積雪時に

雪がタイヤで圧迫されてできたわだちに接触するとブレーキが利かなくな

る可能性があるとの指摘があります。 

（交通事業者向けヒアリング：南海りんかんバス） 
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（参考）人口規模による比較から見えるバリアフリーへの取組の傾向 

 

  基本構想策定者向けアンケートの、調査結果の人口規模（２０万人以上・２０万

人未満）による比較から見える、バリアフリーへの取組に関する状況を取りまとめ

ると、以下の通りです。 

 

設問 比較状況 

庁内におけるバリアフリー

施策の位置づけ ［Ａ（１）］ 
規模の大きい市町で重要とされる傾向にある 

バリアフリー施策の優先順

位を上げる工夫 ［Ａ（２）］ 

規模の大きい市町で積極的に取り組まれる傾向にあり、

庁内における意識には規模の大小で差がある 

策定のための庁内での取り

組み      ［Ａ（５）］ 

規模の大きい市町で予算確保が積極的に実施される傾

向にあり、比較的柔軟な対応が行われている 

策定のために不足または必

要とした情報  ［Ａ（６）］ 

規模の大きい市町でコンサルタントの活用方法や協議

会の運営方法など具体的なノウハウが必要とされる傾

向にある 

旧法下での基本構想の新法

による見直し  ［Ｃ（１）］ 

規模の大きい市町で市民参加の取組が比較的普及して

おり、策定時に市民から要望を十分に汲み取れている 

心のバリアフリーの啓発・

教育活動    ［Ｃ（４）］ 

規模の大きい市町が心のバリアフリーの啓発・教育活動

を実施しやすい環境にあり、実施する場合は職員向けの

活動を重視している 
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４．基本構想策定の果たす意義とこれからの課題 

  アンケート調査結果、ヒアリング調査結果から明らかとなった、基本構想策定の果

たす意義とこれからの課題について取りまとめると、以下のとおりです。 

 

（１）基本構想策定の果たす意義 

  ■面的・一体的かつ長期的・継続的なバリアフリー整備ができる 

   ・面的・一体的な整備 

     駅舎だけ、道路だけ、生活関連施設だけといったいわば「点」的なバリアフ

リー対応ではなく、まちづくりの観点から、それぞれが一体となって「面」的

なバリアフリー対応を実現することで、高齢者・障害者などの利用者の利便性

を向上させることができます。 

   ・長期的視点に立った整備 

     バリアフリー整備は２１世紀社会を支える土台であり、長期的視点に立って

取り組む必要があります。すでにバリアフリー施設が設置された駅舎を含む地

域にも、平成２２年度以降も含め長期的視点に立った、現況を補完して全体と

して利用しやすい環境をつくる計画を策定することができます。 

   ・継続的な整備 

     基本構想策定により実施時期を定め、公共交通・道路・交通安全など特定事

業計画の作成を通じて、関係事業者を巻き込むことなどにより進捗を管理する

体制が整い、継続的にバリアフリー化事業を実施することができます。 

     今回の調査を通じて、ＰＤＣＡサイクルが多くの市町でＰＤＣ（計画、実施、

調査）まで進んでいることが明らかになりました。これらの市町では、今後は

次のＡ（反映）に取り組む時期であると考えられます。 

 

  ■利用者視点に立ったバリアフリー化ができる 

   ・きめ細かいバリアフリー対応 

     利用者団体代表者の基本構想策定委員会への参加や、利用者のまちあるきワ

ークショップへの参加、あるいはバリアフリー新法で可能になった住民提案な

どを通じて、法定基準にもとづくばかりで利用者が使いやすくない、健常者で

あることが多い自治体・事業者の担当者によるバリアフリー対応ではなく、利

用者の視点に立ったきめ細かいバリアフリー対応が実現できます。 

   ・行政・市民の相互理解の促進 

     市民など関係者が一堂に会する場でバリアフリー対応の進捗を確認するこ

とを通じて、予定通りの進捗でない場合の理由も含め行政・市民の相互理解を

深めることができる。このことを通じて、庁内における施策の優先順位を高め

ることができます。 
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   ・まちづくりの流れにも一致 

     基本構想策定を通じた、自治体の担当者と市民や利用者が計画策定を通じて

対話を続ける中で相互理解が生み出される取組みは、現在多くの自治体で行わ

れている市民参加・協働のまちづくりに通じるものです。基本構想策定による

公共空間のバリアフリー化を通じて、関連する住宅や上下水道などの政策が展

開し、歩いて暮らせるまちづくりや障害者の地域居住などの社会的に必要とさ

れる持続可能なまちづくりの実現が期待できます。 

 

  ■バリアフリー整備をアピールできる 

     基本構想の策定やバリアフリー整備の進捗状況を公表することを通じて、歩

道の段差や波打が少なく移動しやすい、外出時にトイレで困ることが少ないな

ど、高齢者・障害者にとって住みやすく訪れやすいまちであることをアピール

し、観光など庁内の関連施策や、周辺自治体への好影響が実現できます。 

 

（２）これからの課題 

  ■面的・一体的なバリアフリー整備の充実 

   ・財政的に可能な範囲での整備 

     基本構想は駅舎・周辺道路を含めた面的・一体的な整備を行うためのもので

すが、市町内に多くの駅を有する、路線の高架化や駅舎の橋上化・駅前広場の

再開発などの開発計画がないなどの市町では、すべての駅でバリアフリー整備

を実施するための財政的な目処が立てられないことがあります。このような市

町では、基本構想を策定し面的・一体的に整備する駅を限定する、基本構想を

策定しない駅では障害者トイレなど活用可能な補助金制度を活用した整備を

先行させるなど、長期的な視野に立ちつつも財政的に可能な範囲での努力を続

けています。 

   ・関係者のより一層の協力 

     バリアフリー新法の施行に伴う対象建築物の広がりを受け、面的・一体的な

整備を進める際にはこのような財政的課題がこれまで以上に顕在化すること

が予想されます。加えて今後のバリアフリー整備は複数の鉄道事業者が関係す

る乗換駅が焦点となってくることも予想されます。 

     これらのことから、国・府県・市町・民間事業者それぞれのより一層の協力

が期待されます。基本構想策定協議会は、異なる事業者・市民などが一堂に会

して単独では取り組めない課題の解決を目指すためのものであり、その重要性

は今後ますます高まることが考えられます。 
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  ■評価支援制度および地域連携体制の構築 

   ・ハード整備のための工夫 

     基本構想に基づく設備設置のための利用者との意見交換会の実施や、設置の

ためのチェックシステムの構築、設備設置後のまち歩き点検の実施など、利用

者視点に立ったバリアフリー整備のための工夫が各地域で行われています。 

   ・ソフト対応（心のバリアフリー）に向けた工夫 

     バリアフリー新法で心のバリアフリーの取組の重要性が指摘されている中、

交通バリアフリーに関するボランティア活動やバリアフリー啓発パンフレッ

トの作成、小学校でのバリアフリー授業、ユニバーサルデザインイベントマニ

ュアルの作成・活用、交通事業者における研修を通じた職員意識の向上など、

心のバリアフリー実現に繋がる有意義な取組みが各地域で行われています。 

     また現在基本構想未策定の駅は、物理的にバリアフリー整備が難しいものも

多く、利便性向上のためには人的なサポートによるソフト対応が必要になり、

いかに住民の協力を得るかが重要性を増すことが予想されます。 

   ・評価支援制度および地域連携体制の構築 

     これらハード・ソフト両面での工夫が継続するためには、策定された基本構

想の実現に向け、シンポジウムや推進協議会等の開催、来街者を含め広く意見

を集めることができるより利用しやすいパブリックコメントの実施などを通

じて、さまざまな立場のより多くの住民が参加する環境を醸成することが前提

となります。 

     そのうえで、さまざまな取組みを評価する制度、優れた取組みを広めるため

のユーザーエキスパートなどの人材を育成する制度の構築が必要となります。

また、周辺市町による地域連携協議会が構築され、基本構想策定やバリアフリ

ー整備に関するノウハウが、蓄積される傾向にある規模の大きい市町から周辺

の比較的小規模の市町に伝わり、同規模の市町で共有されることなどを通じた

発展が期待されます。 

 

  ■財政面での工夫 

     厳しい財政状況の中、各市町はバリアフリー整備に向けた努力を続けており、

この状況に対応した財政的支援策が府県・国にも求められています。バリアフ

リー新法の施行により整備対象が広がったため、今後のバリアフリー整備は財

政規模の小さい市町や、乗降客数５０００人未満など比較的小規模の駅が焦点

となってくるため、財政支援策の重要性はこれまで以上に高まることが予想さ

れます。 

     市町や交通事業者は独自財源だけに頼らず、国・府県の補助金などの制度を

活用したバリアフリー対応が期待されます。平成２０年１月現在の、国のバリ

 29



アフリー化のための主な支援策について取りまとめると、以下のとおりです。

各制度・事業の詳細は、参考資料を参照ください。 

 

Ⅰ 公共交通機関 

＜補助＞ 

 ⅰ 鉄道駅におけるバリアフリー化の推進 

  ・交通施設バリアフリー化設備整備補助金制度 

  ・鉄道駅総合改善事業費補助制度（鉄道駅移動円滑化施設整備事業） 

  ・地下高速鉄道整備事業費補助制度 

 ⅱ ＬＲＴシステムの整備 

  ・公共交通移動円滑化設備整備費補助制度（ＬＲＴの整備） 

 ⅲ ノンステップバス等の導入の促進 

  ・公共交通移動円滑化設備整備費補助制度（ノンステップバス等の導入等） 

  ・バス利用促進等総合対策事業 

 ⅳ 離島航路船舶のバリアフリー化の推進（バリアフリー化建造費補助） 

  ・離島航路船舶近代化建造費補助金（近代化バリアフリー化船建造費補助金） 

 ⅴ 旅客船ターミナル等におけるバリアフリー化の推進 

  ・旅客船ターミナルの一体的なバリアフリー化事業 

  ・港湾利用高度化拠点施設緊急整備事業費補助金制度 

 ⅵ 空港のバリアフリー化の推進 

  ・空港整備事業 

＜政策融資＞ 

 ⅰ 鉄道駅のバリアフリー施設整備に対する融資制度 

  ・鉄道駅のバリアフリー施設整備に対する日本政策投資銀行による融資制度 

（交通・物流ネットワーク枠、地域社会基盤整備枠） 

 ⅱ バス関係バリアフリー施設に対する融資制度 

  ・バス関係バリアフリー施設整備に対する日本政策投資銀行による融資制度 

 ⅲ 港湾の機能の高度化に資する中核的施設整備事業融資制度 

  ・日本政策投資銀行「港湾の機能の高度化に資する中核的施設整備事業」融資制度 

 ⅳ 航空旅客ターミナルビルのバリアフリー施設整備に対する融資制度 

  ・航空旅客ターミナルビルのバリアフリー施設整備に対する日本政策投資銀行による

融資制度（航空輸送体制整備枠、地域交通基盤整備枠） 

＜税制＞ 

 ⅰ 交通バリアフリー設備の特別償却制度 

  ・交通バリアフリー設備に対する税制上の措置（旅客施設） 

  ・交通バリアフリー設備に対する税制上の措置（車両等） 

 ⅱ 駅のバリアフリー化改良工事により取得した施設にかかる特例措置 

  ・鉄道駅のバリアフリー化のための改良工事により取得した施設に係る地方税の特例

措置 

 ⅲ 低床型路面電車に係る特例措置 

  ・低床型路面電車に係る地方税の特例措置 

＜その他＞ 

 ⅰ 公営交通のバリアフリー化についての地方財政措置及び公営企業金融公庫の貸付

（臨時特別利率の適用） 

  ・地下鉄駅の施設改良（公営交通のバリアフリー化） 
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  ・ノンステップバス等の導入（公営交通のバリアフリー化） 

 ⅱ 民間施設等のバリアフリー化についての地方財政措置 

  ・鉄道駅等の施設改良（民間施設等のバリアフリー化） 

Ⅱ 公共施設・市街地整備等 

＜補助＞ 

 ⅰ 徒歩・公共交通など総合的な都市交通施策の推進（都市交通システム整備事業） 

 ⅱ 歩行空間のバリアフリー化の推進 

 ⅲ 交通結節点の整備の推進（交通結節点改善事業） 

 ⅳ 公共交通の整備の推進（公共交通機関支援事業） 

 ⅴ 都市公園のバリアフリー化の推進 

 ⅵ 河川空間のバリアフリー化の推進 

 ⅶ 海岸におけるバリアフリー化の推進 

 ⅷ 信号機等のバリアフリー化の推進 

＜税制＞ 

 ⅰ 土地区画整理事業の同意保留地制度に係る特例措置 

＜その他＞ 

 ⅰ 公共施設等のバリアフリー化についての地方財政措置 

Ⅲ 住宅・建築物 

＜補助＞ 

 ⅰ 多数の者が利用する建築物等のバリアフリー化の推進（バリアフリー環境整備促進

事業） 

 ⅱ 公共賃貸住宅におけるバリアフリー化の推進（地域住宅交付金等） 

 ⅲ 高齢者向けの優良な賃貸住宅の供給の推進 

＜政策融資＞ 

 ⅰ 人にやさしい建築物整備事業 

 ⅱ 環境・エネルギー対策貸付（社会環境対策施設整備資金） 

 ⅲ 優良住宅取得支援制度 

＜税制＞ 

 ⅰ 認定特定建築物に対する税制上の措置 

 ⅱ 住宅のバリアフリー改修促進税制 

 ⅲ 高齢者向け優良賃貸住宅建設促進税制 

Ⅳ その他 

＜補助＞ 

 ⅰ 基本構想作成のための支援（バリアフリー環境整備促進事業） 

（出典：国土交通省・警察庁・総務省 

「バリアフリー新法の解説 ユニバーサル社会の実現を目指して」）
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（３）基本構想策定事例 

  ヒアリング調査結果から、他の自治体において参考となる基本構想策定に関する取

り組み・工夫を取りまとめると、以下のとおりです。各取り組みや工夫の詳細は、参

考資料を参照ください。 

 

  ■基本構想策定時の工夫 

   ・交通・福祉・道路などの複数部署が連携して策定委員会の事務局を担当する（堺

市、京都市など） 

   ・隣接自治体と連携して基本構想を策定する（豊中市、吹田市、門真市、守口市） 

   ・商店街関係者が基本構想策定委員会に加わることによりバリアフリー化の要望

を伝える（池田市） 

   ・基本構想策定に関する広報誌を作成する（川西市、豊中市） 

   ・民間施設に特定経路を設定する（大阪市） 

 

  ■財政面での工夫 

   ・他の都市計画事業や駐輪対策などの関連事業と併せてバリアフリー整備の予算

を確保する（柏原市、富田林市、大阪市など） 

   ・基本構想策定により政策の優先順位が高まる、基本構想策定を通じた部署関連

携の進展により予算が効率に運用されるようになる（門真市、守口市、神戸市

など） 

   ・庁内で検討会を開催して全庁的な情報共有を図る（堺市） 

 

  ■スパイラルアップの取り組み 

   ・利用者から要望を聞く会合を開催する、要望を汲み取る仕組み「バリアフリー

チェックシステム」を策定して活用する（高槻市、豊中市） 

   ・バリアフリー整備の進捗状況を報告する会合を開催する（高槻市、豊中市、姫

路市、京都市、吹田市など） 

   ・バリアフリー整備の前後にまち歩きを実施して状況を確認する（守山市、神戸

市など） 

 

  ■心のバリアフリーの取り組み 

   ・ボランティアによる障害者・高齢者の移動支援事業を実施する（池田市） 

   ・路上駐車・放置自転車対策を実施する（岸和田市、八尾市、大阪市など） 

   ・職員向けのバリアフリー研修を実施する（八尾市、神戸市、吹田市など） 

   ・全庁的なユニバーサルデザインの取り組み（守口市、神戸市など） 
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  ■地域的な特徴を活かした取り組み 

   ・地域独自の祭事や景観を考慮してバリアフリー整備を計画・実施する（岸和田

市、芦屋市など） 

   ・技術的に難しい構造の駅においてバリアフリー整備を実施する（池田市など） 

   ・寺社仏閣などの文化遺産においてバリアフリー整備に取り組む（京都市、宇治

市、高野町など） 

 

  ■その他 

   ・市内全域にわたる歩行空間ネットワーク整備計画を策定する（豊中市） 

   ・国道横断用のエレベータを設置する（柏原市） 

   ・特定経路の坂道に１００メートル間隔で休憩所を設置する（吹田市） 

 

 

  （参考）府県・国によるバリアフリー整備の取組紹介ホームページ 

   ○大阪府（大阪府内の市町村の交通バリアフリー基本構想作成状況一覧） 

    http://www.pref.osaka.jp/kenshi/fukusi/yasasiku/jyokyo-itiran.html 

   ○兵庫県（兵庫県下の鉄道駅バリアフリー化の状況） 

    http://web.pref.hyogo.jp/contents/000064037.pdf 

   ○国土交通省（都道府県別バリアフリー情報・取りまとめ結果） 

    http://www.mlit.go.jp/barrierfree/transport-bf/BFI/syukei/about.html 
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５．（むすび）全ての市町村への基本構想策定によるまちづくりの提言 

  今回実施した、基本構想策定の取組と課題解決の状況調査を通じて明らかになった

ものを踏まえ、全ての市町村への基本構想策定によるまちづくりの提言を取りまとめ

ると、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の調査を通じて明らかになったもの 

■積極的ではない市町の傾向 

 ・人口規模の小さい市町では、取り組

みが必ずしも積極的でない 

 ・人員や予算に余裕がないことが要因

であり、未策定の市町でも同様の状

況と予想される 

■現場担当者の葛藤と工夫 

 ・庁内の担当部署策定から基本構想策

定完了、バリアフリー整備と続く一

連の取り組み 

 ・策定現場における葛藤から生まれた

さまざまな工夫 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■バリアフリーの取り組みに関す

る情報交換の場の構築 

 ・積極的な取り組みは先進的な市町に

限られている 

 ・周辺地域の担当者が情報交換する機

会を設け、先進市町の工夫が周辺に

波及することが必要 

■市民参加による基本構想策定・バ

リアフリー整備の体制構築 

 ・基本構想策定は市民参加が大きな役

割を果たしている 

 ・バリアフリー新法施行により市民参

加の促進がより期待されており、市

町レベルにおいてこれまで以上に

開かれた仕組みを構築することが

必要 

 

基本構想策定によるまちづくりの提言 

活力ある２１世紀社会を支える土台となる、 

ユニバーサルデザインの考え方を踏まえたまちづくり基盤の構築
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＜今回の調査を通じて明らかになったもの＞ 

 ■現場担当者の葛藤と工夫 

   今回の調査により、基本構想策定現場担当者の日常的な葛藤と工夫が明らかとな

りました。基本構想を策定する自治体においては、庁内の担当部署決定から調整が

必要であり、基本構想策定完了まで多種多様の取り組みが積み上げられていくこと

となります。基本構想は最も利用者に密着した計画で、基本構想策定後においても、

各関係者の事情などにより次段階の特定事業に至らない地域もありますが、関係者

の諸々の取り組みは続きます。これら一連の取り組みにおいて、基本構想策定はそ

の地域のまちづくりとしての大きな役割を果たしているものと考えられます。 
 ■取り組みが積極的に行えていない市町の傾向 

   また人口規模の小さい市町では、規模の大きい市町に比べて、策定前・策定中・

策定後それぞれの時期において、取り組みが必ずしも積極的でない傾向が見られま

した。基本構想が未策定の市町でも同様の状況にあると考えられます。 
 

＜基本構想策定によるまちづくりの提言＞ 

 ■市民参加による基本構想策定・バリアフリー整備の体制を構築しましょう 

   基本構想策定はさまざまな関係者と市民が参画して検討を進めるものであり、問

題の発掘と解決、問題意識の醸成、市民相互の理解促進のためには、市民参加が大

きな役割を果たしています。 

   バリアフリー新法の施行により、利用者のニーズ・目的はこれまで以上に多様と

なります。このため、基本構想策定やバリアフリー整備手法、技術基準策定段階で

の市民参加が促進されることがより期待されています。各市町においてより多くの

市民の参加を受け入れる開かれた仕組みが構築される必要があります。 

   基本構想を策定した多くの市町で取り組む時期にあるＰＤＣＡサイクルのＡ（計

画Ｐ、実施Ｄ、調査Ｃに続く“反映”）の実施にも、市民参加は重要です。 

 ■バリアフリーの取り組みに関する情報を交換する場を構築しましょう 

   市民参加による基本構想策定やバリアフリー整備の積極的な取り組みは、今回の

調査で明らかになったとおり先進的な市町においては見られるものの、各市町の厳

しい財政状況の中では一部に限られているのが現状であり、府県・国による財政面

における支援が必要とされています。 

   同時に、隣接する市町で地域連携協議会などを立ち上げ、周辺地域の市町の現場

担当者同士が集い情報を交換する機会を設け、葛藤にもとづく工夫が周辺市町に波

及する仕組みの構築が期待されています。 

 

 

 

 市町・府県・国が一体となって基本構想策定を進めることで、ユニバーサルデザ

インの考え方を踏まえたまちづくりの基盤が構築されます。その効果は全ての利用

者や関係者に、活力ある２１世紀社会を支える土台となって還元されるものです。 
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１．基本構想策定者向けアンケート

Ⅰ　アンケート結果

Ａ．基本構想策定時について

（１）庁内におけるバリアフリー施策の位置づけ ［複数回答］
(N=50)

24 (48.0%)

26 (52.0%)

6 (12.0%)

8 (16.0%)

3 (6.0%)

67

市町の重要施策などとされていた

マスタープラン、都市計画などに具体的に掲げられていた

その他

計

特に計画としては掲げられてなかった

単独の計画があった

48.0

52.0

12.0

0 20 40 60

市町の重要施策などとされていた

マスタープラン、都市計画などに具体的
に掲げられていた

特に計画としては掲げられてなかった

％

「その他」と回答の具体的な内容

平成14年10月に策定した「市交通バリアフリー全体構想」を基に、それぞれの重点整備地区で移動等円滑化基本構想を策
定している。

福祉部局の計画のみがあった。

駅周辺のまちづくりについては、総合計画や都市マスなどに掲載

16.0

6.0

単独の計画があった

その他



（２）庁内におけるバリアフリー施策の優先度を上げる工夫 ［複数回答］
(N=50)

11 (22.0%)

16 (32.0%)

13 (26.0%)

11 (22.0%)

10 (20.0%)

10 (20.0%)

71

その他

優先度を上げるため行政内部で勉強会を何度も開催した

予算確保のため庁内調整会議を何度も開催した

利用者ニーズを活用するため市民アンケートを基本構想策定委
員会設置前に実施した
利用者ニーズをより強く引き出すため基本構想策定委員会設置
前に行政担当者と市民が参加したワークショップを開催した

計

未回答

22.0

32.0

26.0

22.0

20.0

20.0

0 20 40

優先度を上げるため行政内部で勉強会を何度も開催した

予算確保のため庁内調整会議を何度も開催した

利用者ニーズを活用するため市民アンケートを基本構想策定委
員会設置前に実施した

利用者ニーズをより強く引き出すため基本構想策定委員会設置
前に行政担当者と市民が参加したワークショップを開催した

その他

未回答

％

「その他」と回答の具体的な内容

既に福祉のまちづくり環境整備要綱（昭和57年）に基づく施策を推進してきたので、優先度を上げる必要はなかった。

市総合計画に基づく施策としての位置付け

市民アンケート・ワークショップについては基本構想策定時に実施した。

駅周辺のまちづくりは優先度が高く、その一環と位置付けた。

交通バリアフリー法施行前から福祉部局による庁内検討体制が出来ていた。

駅前広場整備に当たり、基本構想策定の庁内合意を取り付けた。

「基本構想策定委員会」を設置する前に、関係各課より組織化した「庁内連絡会」を設置し、構想の策定の推進を図るため
何度も開催した

関係者が参画した協議会を設立し、平成14年10月に「市交通バリアフリー全体構想」を策定した。

平成14、16年策定の基本構想策定協議会の補助組織として、作業部会を設置し、行政内部や関係機関と協議、勉強会を
実施した。

基本構想策定時にバリアフリー協議会ニュースを発行し、市民等へ策定の状況等を広報した。



（３）基本構想の策定当初の庁内での理解度 ［複数回答］
(N=50)

29 (58.0%)

4 (8.0%)

8 (16.0%)

12 (24.0%)

11 (22.0%)

0 (0.0%)

1 (2.0%)

65

関連する複数の部局で理解が得られていた

都市計画部局のみの理解に止まっていた

建設部局のみの理解に止まっていた

庁内で全く理解が得らなかった

その他

計

政策部局のみの理解に止まっていた

福祉部局のみの理解に止まっていた

58.0

8.0

16.0

24.0

22.0

0.0

2.0

0 20 40 60

関連する複数の部局で理解が得られ…

政策部局のみの理解に止まっていた

福祉部局のみの理解に止まっていた

都市計画部局のみの理解に止まって…

建設部局のみの理解に止まっていた

庁内で全く理解が得らなかった

その他

％

「その他」と回答の具体的な内容

3地区について、基本構想を策定するが、重ねるごとに庁内の理解は広がっていった。



（４）基本構想策定に対する要望の有無 ［複数回答］
(N=50)

16 (32.0%)

14 (28.0%)

11 (22.0%)

20 (40.0%)

9 (18.0%)

70

「その他」と回答の具体的な内容

基本構想策定に対する要望より、直接的に駅や道路等のバリアフリー整備の要望があった。

本市のまちづくり指針を具体化するため 交通バリアフリ 法 に基づき鉄道駅や道路などバリアフリ 化に向け構想を策定

市民（障害者団体など）から策定の要望があった

首長（市町長）の施策として提案があった

議会から要望があった

補助金申請において優位に進めるため策定した

その他

計

32.0

28.0

22.0

40.0

18.0

0 20 40

市民（障害者団体など）から策定の要望があった

首長（市町長）の施策として提案があった

議会から要望があった

補助金申請において優位に進めるため策定した

その他

％

本市のまちづくり指針を具体化するため「交通バリアフリー法」に基づき鉄道駅や道路などバリアフリー化に向け構想を策定
した。

時代のニーズに答えるとともに、近隣市の実施状況を鑑みて。

誰かから要望や提案があって策定したのではなく、市が政策として主体的に策定してきた。

平成12年に施行されてた「交通バリアフリー法」を基に市独自の取り組みとして「市交通バリアフリー全体構想」を策定し、そ
れぞれの重点整備地区において、連絡協議会を設立し、基本構想を策定している。

交通バリアフリー法の施行に伴い、国・県からのバリアフリー基本構想策定調査、また、近隣市の状況からバリアフリー基本
構想索敵の必要性を担当部局から庁内に浸透させた。

対鉄道事業者の自由通路協議会を優位に進めるため策定した。

パブリックコメントを行い意見公募をする。

・市総合計画に基づく施策として策定
・交通バリアフリー法、移動円滑化に関する基本方針による



（５）基本構想策定のために庁内において特に取り組まれた事 ［複数回答］
(N=50)

12 (24.0%)

16 (32.0%)

23 (46.0%)

7 (14.0%)

2 (4.0%)

60

「担当する人材・部署を確保できるようにした」と回答の具体的な方策

議会の理解が得られようにした

その他

計

定期的に会議や先進市の視察を行った。

特定に先立ち、担当部署が明確でなかったことから担当部署を決めるため、関係部署との調整会議を行った。

庁内幹部に理解を得られるようにした

調査費などの予算を確保できるようにした

担当する人材・部署を確保できるようにした

24.0

32.0

46.0

14.0

4.0

0 20 40

担当する人材・部署を確保できるようにした

調査費などの予算を確保できるようにした

庁内幹部に理解を得られるようにした

議会の理解が得られようにした

その他

％

「調査費などの予算を確保できるようにした」と回答の具体的な方策

まちづくり総合支援事業（当時）

基本構想策定検討会設置要綱での参考資料として予算書を添付した。

調査委託費を計上

事業計画に調査費を計上し 予算化できるようにした

庁内部署の横断的組織として「交通バリアフリー基本構想検討プロジェクトチーム会議」を発足させた。

コンサルタントに委託し技術的支援を受けた。

基本構想の冊子やリーフレットの印刷経費など、必要経費を詳細に積算した。

基本構想策定経費予算として100万円確保した。

近隣市の基本構想の策定の状況を調査し、策定の必要性と理解を求めた。

都市計画部局に選任の課長を置き、担当係長を庁内で公募し配置した。

担当部署に主査1名、担当者1名を増員した。

県の福祉のまちづくり重点地区整備計画策定事業にかかる補助金の活用

国の補助金申請を行い、一般財源を抑制した。

都市整備部、建設部、福祉部で担当者を選出してプロジェクトチームを作った。

行政管理担当と協議し、職員定数の増加を図った。

前年度の当初予算に計上し、必要性を伝えた。

当初予算に計上

予算要望を行っている。

基本構想策定費を国の補助金で実施した。

福祉部局と都市部局でプロジェクト的な体制を構築

既存の部署で専属の担当者を配置した。

財政、政策、福祉、交通、建設、都市計画部局で会議を設けた。

事務局を福祉部と建設部との合同にした。

事前に「庁内連絡会」を組織し、担当部署とその人材を確かなものにした。



「庁内幹部に理解を得られるようにした」と回答の具体的な方策

ノーマライゼーションの理念を説明した。

基本構想策定に先立ち、庁内関係部局による研究会を設け、事前の情報交換等に努めた。

基本構想策定協議会委員に庁内関係部長を参画させた

「基本構想策定委員会」構成員に関係部長を人選した。

各基本構想を策定する全段として、会議を設立し、「市交通バリアフリー全体構想」を策定した。

幹部を委員とするバリアフリー化の検討委員会を組織し、合意形成を諮った。

庁内連絡会議を開催し、関係各課長と連絡調整を行った。

勉強会等により説明を行った。

会議や説明を何度も実施する等して、理解を得た。

庁内連絡会議を設置し、理解を得るようにした。

幹部会報告

駅前広場整備に当たり、バリアフリーの観点を重視することを説明

庁内調整会議で検討し、調査費の計上を確認した。

部長会に協力要請を求める。

コンサル委託の中で調査費を包含した。

交通バリアフリー基本構想策定庁内連絡会議を設置した。

基本構想庁内検討会を設置し、各部局の長に対して取り組みへの理解を求めた。

庁議において基本構想に関する内容の説明を行った。

連絡調整会議を行った。

庁内検討会議を設置した。

「議会の理解が得られようにした」と回答の具体的な方策

「その他」と回答の具体的な方策

協議会設置前に、関係者を集めて準備会議を行った。

常任委員会において基本構想に関する内容の説明を行った。

常任委員会等への説明を行った。

説明等を行い、理解を得た。

基本構想策定協議会委員に議会員に参画いただいた。

基本構想を策定する部署を庁内において事前に協議した。

助役を会長に５部長、１０課長による推進連絡協議会を設置。

庁内連絡会議を実施した。

庁内検討会開催

市民からの要望が上がっていたので、協力的であった。

成果品を議会に報告した。

素案の段階で議会への意見聴衆を行った。

基本構想策定協議会委員に庁内関係部長を参画させた。

基本構想策定幹事会を設置し、庁内幹部を構成員とした。



（６）基本構想策定時に特に不足していた情報、又は特に必要とした情報 ［複数回答］
(N=50)

14 (28.0%)

19 (38.0%)

23 (46.0%)

18 (36.0%)

2 (4.0%)

76

「国の支援制度（補助金など）についての情報」と回答の具体的な対応

コンサルタントの活用方法（委員会の進め方やワークショップの運営など）

他の市町村の先進事例（課題や悩み解決の対応策、工夫）の情報

基本構想策定協議会などの運営方法などの情報

その他

計

県や先進市に情報をもら た

国の支援制度（補助金など）についての情報

28.0

38.0

46.0

36.0

4.0

0 20 40

国の支援制度（補助金など）につい
ての情報

コンサルタントの活用方法（委員会
の進め方やワークショップの運営…
他の市町村の先進事例（課題や悩み
解決の対応策、工夫）の情報

基本構想策定協議会などの運営方法
などの情報

その他

％

「コンサルタントの活用方法（委員会の進め方やワークショップの運営など）」と回答の具体的な対応

ヒアリング

コンサルタントに中に入ってもらって進める。

事業計画・基本構想の検討（関係機関との協議を含む）、市民懇話会の運営、現況調査

講演等受講、インターネットでの情報収集等

コーディネータ的な業務をしてもらった。

先進市や学識経験者に教示いただいた。

各市のホームページの確認と個別の聞き取り

執拗なまでの打ち合わせを行い、名案が出るまで協議を重ねた。

先進事例が全くない状況での策定であったので、近隣自治体と情報交換しながら進めた。

県に照会を行い、採択される事業について説明してもらった。

基本構想の策定をコンサルタントに業務委託して、コンサルタントを活用した。

策定後に知った。

調査には単独費を充てた。

国・県のバリアフリー担当部局に問い合わせ、教授いただいた。

県の補助金制度の活用

コンサルタントより情報入手

国からのFAXやメール等での依頼を参考とした。

近畿運輸局（消費者行政課）等の情報提供やアドバイスを受けた。

県や先進市に情報をもらった。

関係部局と調整を行い、都市再生交通拠点整備事業（補助金１／３）で実施

国・県開催の会議等への出席と聞き取り

先進事例が全くない状況での策定であったので、近隣自治体と情報交換しながら進めた。

担当課と新法上での構想策定の手法やまとめ方の整合性を協議した。

公共枠（エコモ方式）か非公共枠か、どちらでバリアフリー補助金を交付するか、基準等



「他の市町村の先進事例（課題や悩み解決の対応策、工夫）の情報」と回答の具体的な対応

学識経験者や策定に取りかかっている自治体へヒアリングを行った。

先進事例が全くない状況での策定であったので、近隣自治体と情報交換しながら進めた。

バリアフリー新法施行後の基本構想の策定の進め方等

委員会の進め方、ワークショップの運営についてアドバイスをもらった。

委員会の進行、ワークショップ運営はある程度任せた。

隣接市が前年度に策定したため、精神事例として情報を入手出来た。

視察

先進的に取り組まれている隣接市から情報提供していただいた。

先進都市にヒアリング

先進地であった市と基本構想策定に向けた課題（検討委員会の設置・運営、現地調査内容、コンサルタントの紹介など）に
ついて行儀を行った。

各市のホームページの確認、近隣市の聞き取り

専門のコンサルタントを活用した。

契約コンサルタントから情報収集を行い、進め方等の方策を協議した。

コンサルタントと協議の上、他市の事例を参照した。

バリアフリーの知識が乏しいためコンサルタントに運営を任せた。

県に聞き、現地視察や聞き取りを行った。

コンサルタントからの情報等を参考に構想策定にあたる。

調査の委託、委員会での説明

コンサルタント、他市へのヒアリング

「基本構想策定協議会などの運営方法などの情報」と回答の具体的な対応

先進都市より入手

他都市の情報を電話等によりヒアリングを行った。

国・県の基本構想策定の説明会やコンサルタントから情報を得た。

インターネット、講習会により情報収集

学識経験者と意見交換を行いながら取り組んだ

インターネットにより情報収集した。

先進都市に対しアンケート調査を行い情報を得た。

学識経験者や策定に取りかかっている自治体へヒアリングを行った。策定実績のあるコンサルタントからノウハウを入手した。

先進事例が全くない状況での策定であったので、近隣自治体と情報交換しながら進めた。

先進地での講演や事例発表会等には積極的に参加した。

コンサルを通じて情報を入手した。

資料の取り寄せ、訪問

当課より情報を流す。

検討委員会には障害者団体から参画をいただいていたので、委員会の運営（点字の資料、手話、要約筆記者など）につい
て、福祉課との協力体制が必要である。

近隣市への聞き取り

近隣市町村への電話で聴取

コンサルタントに調査を依頼した。

視察

電話等によりヒアリングを行った。

国・県の基本構想策定の説明会やコンサルタントから情報を得た。

インターネット等により情報収集

先進地への聞き取り調査



「その他」と回答の具体的な内容

「その他」と回答の具体的な対応

（７）基本構想策定時の庁内調整
(N=50)

8 (16.0%)

先進都市の要綱、資料などを参考にした。

策定協議会は重点整備地区の基本構想に関する事項について検討・協議を行った。

バリアフリー新法についての情報

特定経路の位置付け、考え方等

随時国土交通省のホームページにより確認を行った。近畿運輸局消費者行政・情報課の方へ確認を行った。学識経験者
の方へも確認を行った。

他市へのヒアリング

庁内調整は必要なかった

コンサルタントの意見及び学識者の意見を参考にした。

コンサルタントに調査を依頼した。

先進市への聞き取り調査

先進自治体で情報収集

庁内調整は必
要なかった
16.0%

未回答
4.0%

40 (80.0%)

2 (4.0%)

50 (100.0%)

「庁内調整を必要とした」と回答の具体的な内容

整備方針（重点整備地区及び特定経路等の設定、道路など公共施設の対応策（整備項目）を設定）

役割分担（ハード事業、ソフト施策の事業ごとの担当課を決め、総括的に進捗把握する窓口等）

財政部局→バリアフリー化に向けた財源、福祉部局→当事者の紹介・手話通訳、交通部局→コミュニティーバスのバリアフ
リー化、建設部局→市道のバリアフリー化、都市計画部局→全体のとりまとめ、各部局にタウンウォッチングの介添・聞き取り
調査をお願いした。

基本構想に記述する内容が取り組めるものか調整した。

整備事業の目標年度の表示方法について

・基本構想を取り巻く状況確認、策定に関しての調整・検討事項及び今後の日程調整、・検討委員会の報告及び次回の検
討内容、・点検調査の内容協議及び協力依頼、・基本構想骨子案、素案、案の調整

庁内で関係する部長には基本構想策定連絡会の委員の依頼を文書で行い、又、関係する課長には基本構想策定作業部
会の委員を同じく文書で依頼した。

スケジュールの確認。協議会の構成について。協議会の進め方について。アンケート調査やパブリックコメントについて。

関係する市内の団体へヒアリングシート「バリアフリー化にかんする課題、要望など」を事前に徴収し、関係各課に素案の検
討を依頼。

策定委員会の報告、予算執行の検討、今後の予定

庁内の内部調整組織として庁内検討委員会を設置した。具体的には事務局の提案に対する各所管からの意見、提案や各
所管間の調整を行った。

重点整備地区及び整備内容の決定。

構想策定委員会を要綱により設置（メンバーとしては、学識経験者、公共交通事業者、各道路管理者、公安委員会、各種
市民団体で構成した）

検討委員会（助役、関係局長）、検討幹事会（都市局長、関係部課長）を設置

庁内調整を必要とした

未回答

計

庁内調整を必
要とした
80.0%



関係各課の長を構成員とする「庁内連絡会」を設置し、さまざまな課題・問題点について議論を重ねるなど、各課間の意思
の疎通を図ることにより、基本構想策定に向けての意気高揚に努めた。

・関係する局や区役所等と役割分担に関する調整を行った。
・既存計画との調整を行った。
・地区選定に関する調整を行った。

・バリアフリー化推進の方向性や駅舎を中心とした各地区の優先順位の検討
・特定経路や生活関連施設の位置付け、整備レベルについて事業化の可能性を踏まえた基本構想への位置付けを図っ
た。

重点整備地区の選定、対象施設の選定など

・特定経路の決定に関する調整
・特定事業に関する技術的事項、時期、経費に関する事項
・広報に関する事項
・基本構想策定協議会運営に関する事項

庁内連絡会議で基本構想策定委員会に提示する資料について調整を行った。特に、重点地区の設定、特定経路について
道路管理部局との調整を必要とした。また、鉄道駅の整備について市負担費用が多大となるためその財源についての調整
を必要とした。

「市交通バリアフリー化庁内推進検討会」を設置
・重点整備地区の抽出や基本構想策定スケジュールなどの取り組み方針を共有する。
・各担当部局が自治会、商店会、当事者団体、ボランティア団体との連絡調整を行う。

策定委員会の設置要綱について、策定スケジュールについて

基本構想（素案）の内容に係る市民意見の回答について、庁内の関係部署（建設局等）と調整を行った。また、最終策定す
る基本構想に記載する事業計画の内容について関係部署（建設局等）と調整を行った。

・基本構想策定委員会の議事内容の確認
・庁内関係各課との意見交換
・市としての意思統一

庁内関連部局の意見聴取連絡調整のための庁内委員会を設置し策定作業の進捗に合わせて随時開催した。

バリアフリー基本構想協議会設置（平成14年11月）の全段とし、庁内バリアフリー関係課の課長補佐以上（都市政策、公園、
道路、障害、福祉、高齢介護）のスタッフによる組織を2年前に立ち上げた。会議は3ヶ月に1回の開催により、各課の実情及
びバリアフリー取り組み方針等の認識の共有化を図った。

既に設置している「福祉推進協議会」の下部組織である福祉推進委員会幹事を置き、更に「課題別会議」を設置し、基本構
想実現に向けての課題、問題点を掘り下げた。

庁内部署の横断的組織として検討プロジェクトチームを発足し検討を行いました。構成メンバーは都市整備課、財政課、企
画政策課、市民生活課、高齢福祉課、社会福祉課、国県事業対策課、商工観光課、建築指導課、みどりの課、生涯学習
課、道路河川課（事務局）です。

担当部局の考え方の整理

公共施設管理の所管とバリアフリー施設の必要性や工事の可否や工期の設定などについて調整

特定経路・サブ経路の道路整備

策定委員会を立ち上げ、関係部局が参画し、調整を図った。

予算の確保

政策部局、福祉部局、都市計画、建設部局のトップを委員として委嘱した。

交通バリアフリー推進連絡会議の実施
・基本構想策定委員会資料の検討
・バリアフリー基準の作成
・特定事業計画の立案

バリアフリー市民会議より、バリアフリー基本構想策定委員会委員を推薦していただき、基本構想策定委員会での議論の内
容について、バリアフリー市民会議と共有できるように図った。
都市再開発整備事業等が予定されている地区においては、関係部署にワークショップ等に参加を依頼するとともに、基本
構想を策定する際には十分な協議を行い、記載内容等について調整を図った。
全地区において、道路や公園といった建設関係部署にワークショップ等に参加を依頼し、各管理者の視点から意見をいた
だいた。
バリアフリー新法の下、基本構想策を策定する現在では、生活関連施設に指定する際には、所管部署と協議を行い、調整
を図っている最中である。

市道及び駅前広場の担当課と基本構想での特定経路及び準特定経路の設定と整備内容について協議を行った。

庁内会議を副市長を座長として企画部長、総務部長、公室長、及び関係課長との調整を図った。

各担当部局が自治会、商店会、当事者団体、ボラ ティア団体と 連絡調整を行う。
・鉄道事業者や道路管理者も含めた現地点検調査を実施できる一体的な体制を整える。

重点整備地区、特定経路の選定



（８）基本構想策定時の外部機関との調整（協議）の方法と工夫

① 府県・近隣市町

　＜時期＞ ［複数回答］
(N=50)

22 (44.0%)

33 (66.0%)

18 (36.0%)

10 (20.0%)

83

　＜調整課題＞

駅のエレベーター設置の申請、道路整備推進関係の調整（目標達成に向けて）

県に対して重点整備地区の候補地における整備内容の調整

県は、国県道の管理者として策定協議会参加要請、道路特定事業提案の協議

整備内容

接する関係道路の整備の調整

基本構想策定に関すること全般

県の積極的な支援が不足

経路 決定 事業時期 内容

策定委員会立上げ前に調整

基本構想策定を進めながら調整

基本構想策定後も継続調整

計

特定事業の内容

未回答

44.0

66.0

36.0

20.0

0 20 40 60 80

策定委員会立上げ前に調整

基本構想策定を進めながら調整

基本構想策定後も継続調整

未回答

％

県道の特定道路としての整備時期の明記

交通政策部局との調整

整備内容、時期等

協議会への参画

駅舎が隣接市と近かったため特定道路選定について調整

歩道の整備

特定事業の計画

駅を中心とした地区が両市にまたがるため、共同して基本構想を作成した。

協議会の立ち上げに協力していただいた。

基本構想に掲げる事業完了年度

特定経路の設定・事業化

事業実施に向けての財政支援について

両市またがる鉄道駅のエレベーター設置に係る応分の費用負担について

事業内容について

バリアフリー補助金交付について、協調補助となる県と協議を行っている。

構想の内容についての助言

特定経路の選定等

重点整備地区内の国道・府道の特定経路設定とその整備内容

事業計画

策定に係る委員

経路の決定、事業時期、内容



② 公安関係機関

　＜時期＞ ［複数回答］
(N=50)

22 (44.0%)

40 (80.0%)

20 (40.0%)

3 (6.0%)

85

　＜調整課題＞

高齢者等の感応式信号機や音響式信号機、道路標識や横断歩道等の道路標示の設置、違法駐車行為に対する取り締ま
りの強化に関すること。

策定協議会参加要請、交通安全特定事業提案の協議、交通安全特定事業計画に伴う立会等協議

整備内容

特定経路の選定と整備手法

基本構想策定に関すること全般

事業の抽出

基本構想策定後も継続調整

計

特定事業の内容

委員の参加要請

交通安全に関する器具の設置場所、要望個所の調整

県に対して重点整備地区の候補地における整備内容の調整

策定委員会立上げ前に調整

基本構想策定を進めながら調整

未回答

44.0

80.0

40.0

6.0

0 20 40 60 80

策定委員会立上げ前に調整

基本構想策定を進めながら調整

基本構想策定後も継続調整

未回答

％

委員会、懇談会及びワークショップに参加を依頼するとともに、基本構想策定時には、記載内容について協議を行い、策定
後は事業計画実施時に協力を図っている。

実施可能な施策と事業どうかについて調整した。

整備内容、時期等

協議会への参画

高齢者・障害者等が通行するために必要な道路標識・道路標示の設置

特定事業計画に関する資料など、こちら側から積極的に提案を行った。

視覚障害者用信号（横断歩道）機の設置について、各交差点への設置時期の明記

音響式信号機の整備に関する調整

特定事業の計画

整備事項、スケジュールの協議

事業計画

整備内容

策定委員会の運営について

交通安全（標識、信号等）について

事業内容について

交通安全特定事業計画の内容、施工等について協議を行っている。

特定事業の内容

音響信号機、弱者感応信号機等の設置箇所の調整

特定事業、基本構想全般

道路管理者との調整と並行して特定経路上の交差点の整備内容

駅周辺の信号機の設置及び改善について

策定地区の選定、整備内容と実施時期

事業の抽出

協議会に参画していただくよう依頼、協議会に参画いただいた、事業計画や整備に関して協議

基本構想に掲げる事業完了年度



③ 交通事業者

　＜時期＞ ［複数回答］
(N=50)

23 (46.0%)

38 (76.0%)

28 (56.0%)

3 (6.0%)

92

　＜調整課題＞

特定旅客施設（１日当たりの平均的利用者5,000人以上）において、障害者の移動や利用に適したエレベーター・トイレなど
の整備、鉄道、バス等の車両の整備に関すること。

策定協議会参加要請、公共交通特定事業提案の協議、駅前広場の整備に伴う協議、調整

整備内容

特定経路の選定と整備手法

事業時期 内容 補助金額

基本構想策定に関すること全般

タクシー事業者を委員選定するのかどうか

基本構想策定後も継続調整

計

特定事業の内容

委員の参加要請

バリアフリーの目標の設定、推進

県に対して重点整備地区の候補地における整備内容の調整

策定委員会立上げ前に調整

基本構想策定を進めながら調整

未回答

46.0

76.0

56.0

6.0

0 20 40 60 80

策定委員会立上げ前に調整

基本構想策定を進めながら調整

基本構想策定後も継続調整

未回答

％

駅舎とホームのエスカレーターの設置

特定事業の計画

実施についての協議

委員会、懇談会及びワークショップに参加を依頼するとともに、基本構想策定時には記載内容について協議を行い、策定
後は事業計画実施時協力を図っている。

すでに進めているバリアフリー化の計画に関して調整

特定事業、基本構想全般

鉄道駅の整備について、その内容と財源について（整備費が多大）

整備内容、時期等

協議会への参画

市道がバリアフリー化と共に駅階段の工事調整

ユニバーサルデザインに配慮した施設や設備の整備

策定委員会の運営について

駅舎、バスターミナル、バス等のバリアフリー化について

事業計画

整備内容と事業実施に当たっての補助制度

鉄道事業者：エレベーター、多機能トイレ及び二段手すりの設置等について
バス事業者：低床式バスの導入並びに停留場の改善等について

策定地区の選定、整備内容と実施時期

事業内容について

公共交通特定事業計画の内容、施工、バリアフリー補助金交付について、協議を行っている。

バリアフリー化の整備内容等

対象旅客施設の調整

事業時期、内容、補助金額

協議会に参画依頼、協議会に参画いただいた、都市計画も含めた事業計画の協議

バリアフリー施設の早期実現

基本構想に掲げる事業完了年度



④ 商業施設管理者

　＜時期＞ ［複数回答］
(N=50)

8 (16.0%)

15 (30.0%)

3 (6.0%)

33 (66.0%)

59

　＜調整課題＞

基本構想策定に関すること全般

各事業者への要望

整備内容

有蓋溝の設置や違法駐輪の取り締まり等について

協議会への参画

駅前ビルへの自由通路の接続について

特定経路の選定や整備内容（地下街管理者）

地区内に商店街が含まれている場合、基本構想の取り組みへの協力、協議を行っている。

策定委員会立上げ前に調整

基本構想策定を進めながら調整

基本構想策定後も継続調整

計

委員の参加要請

障害者等の移動や利用に適したエレベーター・トイレなどの設置に関すること。（水平移動・垂直移動の移動経路等につい
て）

未回答

16.0

30.0

6.0

66.0

0 20 40 60 80

策定委員会立上げ前に調整

基本構想策定を進めながら調整

基本構想策定後も継続調整

未回答

％

駅前ビルへの自由通路の接続について

バリアフリー新法の下、生活関連施設編指定に向けて協議を行っている。



⑤ 市民団体

　＜時期＞ ［複数回答］
(N=50)

21 (42.0%)

33 (66.0%)

11 (22.0%)

10 (20.0%)

75

　＜調整課題＞

整備内容

特定経路の選定と整備手法

現地調査、アンケート調査

基本構想に掲げる事業完了年度

各事業者への要望

基本構想策定を進めながら調整

基本構想策定後も継続調整

計

委員の参加要請

委員の選出、意見、要望の調整

基本構想策定後、事業の進捗状況について説明会を実施

タウンウォッチング、ワークショップに参加していただき、それぞれの立場から問題箇所を見つけ出し、それを点検するなか
で共通認識としてとらえること。

策定協議会参加要請等、協議会での意見調整

策定委員会立上げ前に調整

未回答

42.0

66.0

22.0

20.0

0 20 40 60 80

策定委員会立上げ前に調整

基本構想策定を進めながら調整

基本構想策定後も継続調整

未回答

％

ヒアリングの実施、タウンウォッチングの実施、パブリックコメントの聴取

利用者ニーズを把握するためのアンケート調査のための紹介と取りまとめ

歩車道の段差の高さについて（横断歩道部）、車椅子使用者と視覚障害者の主張の相違点

協議会への参画

障害者団体のメンバーをどうするかについて調整

改善箇所の要望と改善策について

基本構想に盛り込むべき内容

特定事業の計画

高齢者、身体障害者からの意見聴取

基本構想策定連絡会議に参画している市民団体と協議をしている。

高齢者、障害者等団体の意見集約の調整

自治体を通じて、ワークショップに広く参加を求めるとともに、課題や意見等を集約し、基本構想や各特定事業計画に反映
している。

具体的要望について意見聴取し、実現可能な施策を検討

策定協議会の参画依頼等

障害者団体と整備内容、水準について

各事業者への要望

基本構想策定後における事業進捗の近況報告の徹底について

特定経路の選定や整備内容

内容全般について



⑥　その他

　＜時期＞ ［複数回答］
(N=50)

6 (12.0%)

4 (8.0%)

4 (8.0%)

43 (86.0%)

57

　＜調整課題＞

庁内関係課と進め方について調整

未回答

策定協議会参加要請等

有識者の選定

当事者の各団体に参画依頼、各団体の意見集約のアンケート回収、整備に際しての立会

（建築物の管理者）・生活関連施設の設定について
・建築物特定事業の内容について
（道路管理者）・横断歩道橋を生活関連経路として設定することについて

（道路管理者）特定経路等の調整

高齢者、障害者の参画

策定委員会立上げ前に調整

基本構想策定を進めながら調整

基本構想策定後も継続調整

計

12.0

8.0

8.0

86.0

0 20 40 60 80

策定委員会立上げ前に調整

基本構想策定を進めながら調整

基本構想策定後も継続調整

未回答

％



（９）基本構想策定時の市民参加の手続きにおいて発生した状況 ［複数回答］
(N=50)

2 (4.0%)

3 (6.0%)

14 (28.0%)

1 (2.0%)

32 (64.0%)

20

基本構想策定委員会の市民委員を公募したが、募集人員より応
募が少なかった
基本構想策定委員会の障害者代表・高齢者代表等の選出に、時
間を要した
基本構想の素案に対するパブリックコメントを募集したが、応募が
少なかった

その他

計

未回答

4.0

6.0

28.0

2.0

64.0

0 20 40 60

基本構想策定委員会の市民委員を公募し…

基本構想策定委員会の障害者代表・高齢…

基本構想の素案に対するパブリックコメ…

その他

未回答

％

「基本構想策定委員会の市民委員を公募したが、募集人員より応募が少なかった」と回答の具体的な対応

「基本構想策定委員会の障害者代表・高齢者代表等の選出に、時間を要した」と回答の具体的な対応

「基本構想の素案に対するパブリックコメントを募集したが、応募が少なかった」と回答の具体的な対応

「その他」と回答の具体的な対応

募集期間を延長した。

策定地区毎に関係する区役所から区の身障者団体協議会や老人クラブ連合会、地域振興会や商店街連盟等に要請し、
各団体から参加いただいた。

特になし

特に対応していない

各当事者団体へのヒアリングを実施した。

なし

事実を真摯に受け止めるのみで、対応策は講じなかった。

特になし

パブリックコメントと同時にワークショップを行った。

意見聴取制度で広報誌、ホームページ、市公共施設等で聴取をした。

意見なしで協議会や庁内に報告した。

公募はせず、ワークショップ参加者のから代表を選出し、市民委員として委員会に参画していただいた。

市民委員の代表として、地区会長連合会長を選出して委嘱した。

市の担当者と共に各団体と協議した。

取り組みの内容の説明を重点的に行い、理解して頂くよう対応した。

障害者団体に人選を依頼した。



（10）基本構想策定時に明らかとなった課題の取り扱い方法

協議会において協議した。課題の多くは基本構想案に反映された。

整備時期については、原則として平成22年を目標に取り組むものであるが、整備事項の中には、関係者間で調整が難航す
るものや大規模改修が必要なもの、技術開発が必要なものなどがあり、22年整備完了を明言することが困難なものもあるた
め、基本構想での整備目標時期を３つに区分している。（時期Ａ：平成22年までに完了、時期Ｂ：平成22年までに着手、時
期Ｃ：平成22年以降に着手）

障害の種類 視覚 身体 車椅子利用など）によって感じるバリア 道路の段差など）が違い バリア解消の考え方や要望に

鉄道事業者との整備内容の調整

整備路線の選定、事業計画

2010年までの取り組みと長期的取り組みの区分←交通事業者の積極的姿勢（経営状態によるが）

・必要な経路ではあるが、バリアフリー基準を満たすためには用地買収等が必要な場合、長期的対応として生活関連経路
に位置付けた。
・バリアフリー基準ではホームから改札口への経路のバリアフリー化があるが、構内において反対側ホームへの経路の基準
がなく、構外経路の位置付けが必要であった。

こういった基本構想の策定については、得てして、整備や改善といったハード面における施策が重要視されがちであるが、
市民は身近にある障害物の解消といった素朴な問題に関心があることに気づかされる。それはタウンウォッチングの実施に
より一層顕著に証明されたのである。このことを踏まえて、行政としては、認識を新たに事業の遂行に取り組んでいかねばな
らない。

長期計画という形で実現する期間を明示せずにした。

○駅内の整備
・エレベーターの設置→国、市、団体がそれぞれ負担
・身障者のトイレ、段差解消→事業者が対応
○道路特定事業（歩道の確保・視覚障害者誘導ブロックの新設等）→県部分（期間未定）→市部分（概ねの期間を設定）
○交通安全特定事業（信号機の設置・改善、横断歩道の設置）→順次要望をかける

（11）基本構想策定時のコンサルタントの関与状況
(N=50)

48 (96.0%)

2 (4.0%)

50 (100.0%)

事業実施の継続性

○会議での聴覚障害者への説明→手話通訳者2名の配備
○会議での視覚障害者への説明→事前に資料をメール送信し、本人所有の音声読み上げソフトを利用

素案、案といった順で、ワークショップで各案を示し、また、ホームページなどにおいてパブリックコメントを求めており、いた
だいた意見については可能な限り適宜修正を行っている。

基本構想に課題を列挙し、実現可能な事項について事業計画を検討した。

関係機関と課題会議のメンバーで検討

障害の種類 視覚、身体、車椅子利用など）によって感じるバリア 道路の段差など）が違い、バリア解消の考え方や要望に
差が生じたが、議論することによりお互いの妥協点を見いだした。

使って策定した

使わず策定した

計

各事業主体が連絡会を設置し、連絡調整を図りながら事業計画を策定し事業を実施。

対象となる鉄道駅は２つの鉄道事業者が乗り入れており、その調整に苦労した。

市民団体の要望をどこまで取り入れるのか。実現可能な短期、長期的な整備を協議会にて決定。

使って策定し
た

96.0%

使わず策定し
た
4.0%



（12）コンサルタントの選定方式
(N=48)

5 (10.4%)

32 (66.7%)

2 (4.2%)

4 (8.3%)

5 (10.4%)

48 (100.0%)

「その他」と回答の具体的な内容

（13）コンサルタントに期待したこと ［複数回答］
(N=48)

33 (68.8%)

( )

計

随意契約

策定区数が多いため、本市関係局や区役所、事業者、地元等と協議や調整できる市の外郭団体へ発注している。

プロポーザル方式による契約を行った。

随意契約

利用者の意見を十分に反映してもらうこと

ワ クシ プのフ シリテ タ としての役割を果たしてもらうこと

指名プロポーザル方式

その他

一般競争入札方式

指名競争入札方式

公募プロポーザル方式

一般競争入
札方式
10.4%

指名競争入
札方式
66.7%

公募プロ
ポーザル方

式
4.2%

指名プロ
ポーザル方

式
8.3%

その他
10.4%

27 (56.3%)

32 (66.7%)

31 (64.6%)

20 (41.7%)

3 (6.3%)

146

「その他」と回答の具体的な内容

バリアフリー点検調査等の方法に工夫をしてもらうこと

的確な先進事例の提供を受けること

計

協議会資料のとりまとめ

特にないが、適切な業務の遂行のみを願った。

策定に関する技術・情報を受けること

実現可能な整備計画の提案を受けること

その他

ワークショップのファシリテーターとしての役割を果たしてもらうこと

68.8

56.3

66.7

64.6

41.7

6.3

0 20 40 60 80

利用者の意見を十分に反映してもらうこと

ワークショップのファシリテーターとしての
役割を果たしてもらうこと

バリアフリー点検調査等の方法に工夫をして
もらうこと

的確な先進事例の提供を受けること

実現可能な整備計画の提案を受けること

その他

％



Ｂ．基本構想策定後について

（１）基本構想策定後、その計画に影響するような状況変化

＜具体的な状況の変化とその対応策＞

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

バリアフリー新法の制定 バリアフリー基本構想の変更（時期未定）

計画に大きく影響するような状況変化はないが、事業者
の財政事情等により、事業進捗が捗っていない事業もあ
る。

基本構想の整備完了時期を目指し、事業者側で予算確
保に努力している状況

基本構想策定後、国の補助制度において、補助率の見
直しがあり、事業者負担額が増加した。

国との直接交渉を行うなど、従前の補助率確保に努め
た。

具体的な事業計画が作られるようになった。 事業計画の情報収集を行っている。

財政状況悪化により、道路特定事業実施計画の作成が
遅れ、事業実施の目途が立てられなくなった。

平成20年度からの市総合計画、後期基本計画に道路
特定事業実施計画を位置付け進めることとした。

基本構想策定後、バリアフリー整備が進むにつれ、地区
外での整備要望（特にエレベーター設置）が高まり、対
応に追われた。

平成14、16、18年と、基本構想を策定し、バリアフリー整
備を進めている。

バス会社の経営破綻

駅舎をそのままにしてバリアフリー化するのか、橋上駅
化するのかを鉄道事業者より選択するよう言われた。

財政状況が悪化しているが、少し時間を要しても橋上化
を目指すこととした。

財政状況の悪化により実施計画が遅れる。 実施できる事業より手をつけて行く方向で検討中であ
る。

道路管理者が行う特定事業の実施について、財政状況
にあった補助事業が少ない。 県と協議を重ね、情報提供を受ける。

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

財政状況悪化のため、一部事業の実施が遅れている。
一部の事業については、後年度に見送っているが、可
能な限り特定事業計画で定めた事業については、目標
年度に実施していく方針である。

財政状況悪化により実施計画が遅れる。 対応取れていない。

財政状況悪化により実施計画がかなり遅れる 比較的小規模な事業については道路維持の予算を充
てて対応している。

財政状況悪化により、特定旅客施設等の整備が遅れて
いる。 現状では未定

近隣で区画整理事業が事業化され、一部その影響を受
けることになった。

区画整理事業との調整をとりながら、計画の整合を図っ
ている。

財政状況悪化により実施計画が遅れる。

財政状況により実施が遅れる。

財政状況による実施計画の調整 庁内調整の実施

財政状況の悪化により事業実施が遅れている。 財政計画及び集中改革プランと歩調を合わせての事業
の実施。

財政状況悪化により実施計画が遅れる。 事業年度の延長

道路管理者の範囲が拡大 道路特定事業計画を見直す（平成18年度）

基本構想策定後、整備メニューを検討中

新たな施設整備（庁舎増築）が発生し、それに関連する
バリアフリー計画が変更となった。

庁舎増築に合わせ、バリアフリー工事を発注し、調整を
図った。



（２）バリアフリー整備が進捗するなかで、当初想定していなかった新たに発生した課題
(N=50)

23 (46.0%)

16 (32.0%)

11 (22.0%)

50 (100.0%)

「新たな課題が発生した」と回答の具体的な内容とその対応方策

未回答

計

道路特定事業等の財源確保

財政状況の悪化により実施計画が遅れる。実施できる事業より手をつけて行く方向で検討中である。

当初、事業計画として想定していなかった公共交通特定事業計画の内容について、鉄道事業者と協議した結果、内容に追
加の項目があったので、基本構想の内容を変更した。

・県の補助額の減額→市及び事業者の負担増により、整備内容のレベルを保った。
・バリアフリー設備のガイドライン各基準では障害者が利用する上で、不便を感じることがある。（エレベーターのカゴの寸
法・券売機の前面蹴り込みなど）→ガイドラインに沿ったサイズの製品が多く、対策が困難であることが多いが、対応可能な
場合は利用しやすい内容で整備を行った。

整備が進捗するなかで、乗降客数5,000人／日未満の駅舎への補助が課題となっている。→国・県に対して乗降客数5,000
人／日未満の駅舎に対しても補助対象とするよう予算要望している。

着手率が低く、今後発生すると思われる。

予想はしていたものの、国家機関所有地の無償譲り受けの交渉は門前払いに近く、財況を鑑みるに歩道設置計画は、前途
多難の観は禁じ得ない。そのため、個所変更や他の手法による施行方法に苦慮している。

新たな課題は発生しなかった

新たな課題が発生した 新たな課題は
発生しなかっ

た
46.0%

新たな課題が
発生した
32.0%

未回答
22.0%

（３）バリアフリー整備全体の進捗状況の把握
(N=50)

33 (66.0%)

15 (30.0%)

2 (4.0%)

50 (100.0%)

道路について、バリアフリー整備後、委員によりバリアウォッチング点検すると、色々な整備要望（歩道の照明や公共施設の
出入口改良やバス停の上屋整備等）が出てきた。完了後の再整備は困難。時期工事時において追加整備。

未回答

計

財政状況悪化

用地買収を要する道路整備に予想以上の時間を要している。市財政の悪化。

鉄道駅へのエレベーターの設置にあたり、跨線橋の架け替えが必要となった。→国・県への財政支援を要望する。

障害当事者の意見と合致しないことがあった。

・府補助金の打ち切り（低公害型ノンステップバス）→他補助制度の活用の検討中
・府補助金が少額（鉄道駅）→模索中

担当（課）がある

担当（課）はない

沿線住民から反対意見が出てきたため、沿線住民を中心とした協議組織を設置し、協議を進めている。

人／日未満 駅舎 対 も補助対象 す う予算要 。

バリアフリー新法施行において、旧法重点整備地区の取り扱いと各種特定事業が課題であるが具体的に対応方策はない。

重点整備地区を含む市域全域のバリアフリー化への取り組みが必要となってきている。財政状況から実施箇所の精査、実
施期間の延長。

担当（課）が
ある
66.0%

担当（課）は
ない
30.0%

未回答
4.0%



（４）バリアフリー整備全体の進捗を確認する場（会議）
(N=50)

19 (38.0%)

28 (56.0%)

3 (6.0%)

50 (100.0%)

＜開催の頻度＞
(N=19)

7 (36.8%)

8 (42.1%)

4 (21.1%)

19 (100.0%)

「その他」と回答の具体的な内容

不定期

その他

計

個別に施設管理者、交通事業者に確認している。

組織を立ち上げようとしているところ。

確認の場（会議）がある

確認の場（会議）はない

計

定期

未回答

確認の場（会
議）がある
38.0%

確認の場（会
議）はない
56.0%

未回答
6.0%

定期
36.8%

不定期
42.1%

その他
21.1%

＜開催の回数＞
○定期 (N=7)

1 (14.3%)

6 (85.7%)

7 (100.0%)

○不定期 (N=8)

5 (62.5%)

1 (12.5%)

1 (12.5%)

1 (12.5%)

8 (100.0%)

1回/ 1年

2回/ 1年

3回/ 1年

計

4回/ 1年

計

組織を立ち上げようとしているところ。

交通バリアフリー全体構想の進捗管理会議は2年に1回、各基本構想の進捗管理会議は基本構想策定後2～3年
後に1回開催

基本構想策定時（平成13～15年）の検討委員会があるが、策定後、開催していない。

1回/ 2年

1回/ 1年

1回/2年
14.3%

1回/1年
85.7%

1回/1年
62.5%2回/1年

12.5%

3回/1年
12.5%

4回/1年
12.5%



（５）進捗を確認する場（会議）の出席者 ［複数回答］
(N=19)

17 (89.5%)

9 (47.4%)

9 (47.4%)

9 (47.4%)

13 (68.4%)

3 (15.8%)

60

「その他」と回答の具体的な内容

利用者

学識経験者

交通事業者（施設管理以外）

その他

計

行政

施設管理者

89.5

47.4

47.4

47.4

68.4

15.8

0 20 40 60 80

行政

施設管理者

利用者

学識経験者

交通事業者（施設管理以外）

その他

％

（６）市民・議会に対するバリアフリー整備の進捗状況の広報媒体 ［複数回答］
(N=50)

地域・自治会ニュースで掲載 0 (0.0%)

市町の広報誌に掲載 9 (18.0%)

議会で定期的に報告 10 (20.0%)

市町のホームページに掲載 17 (34.0%)

その他のマスメディアにより報道 1 (2.0%)

37

警察

障害者団体代表

商業関係者

計

0.0

18.0

20.0

34.0

2.0

0 10 20 30 40

地域・自治会ニュースで掲載

市町の広報誌に掲載

議会で定期的に報告

市町のホームページに掲載

その他のマスメディアにより…

％



（７）整備進行中に発生した新たな技術的課題
(N=50)

29 (58.0%)

6 (12.0%)

15 (30.0%)

50 (100.0%)

「課題はあったが解決済み」と回答の具体的な課題とその解決方策

→

→

→

→

→

ガイドライン等に明記されていない基準の lすき間 zにつ
いて、障害者の使い勝手を十分に把握することができな
い。

バリアフリーチェックシステムを策定し活用している。

歩道拡幅が困難で、有効幅員2.00ｍ以上の確保が難し
い路線で 現況の歩道幅の中で いかに有効幅員を広

車の通行に支障のない範囲で、横断防止柵を縁石ブ
ロック内へ移設する等して 有効幅員の確保に努めてい

計

未回答

今後、発生が予想される。

地下駅のバリアフリー施設整備の中で、地上部まで接続
する階段の手すりや誘導・警告ブロックの敷設につい
て、接続階段の管理が民間ビルであったため、連続した
整備が困難であった。

取り組みの内容や主旨を民間ビル管理者に説明し、理
解していただいた上で、主要な経路については民間事
業者の費用負担で整備していただいた。

耐震基準を満たしていない駅舎へのバリアフリー化の整
備

国の鉄道駅耐震補強事業と協調補助することにより、バ
リアフリー化の整備を行い解決した。

問題なく進行

課題はあったが解決済み

問題なく進行
58.0%

課題はあった
が解決済み
12.0%

未回答
30.0%

→

→

（８）整備終了箇所のバリアフリー機能について継続的な点検で実際に行っていること ［複数回答］
(N=50)

管理者が点検 26 (52.0%)

管理者が点検し行政（市町）に報告 3 (6.0%)

行政と管理者が共同で点検 5 (10.0%)

利用者と行政と管理者が合同で点検 2 (4.0%)

36

い路線で、現況の歩道幅の中で、いかに有効幅員を広
げていくか。

ロック内へ移設する等して、有効幅員の確保に努めてい
く。

官民協会部の地盤高が制約されているため、基準を満
たした横断勾配に改良するにあたっては、車道の地盤
高を変更する必要が生じた。また、財政的及び現場条
件の制約のため、車道の地盤高の変更が現実的に不可
能である場合においては、民地地盤高を変更する必要
が生じた。

車道の改良工事を行い、車道の地盤高を変更した。民
地が駐車場等の場合においては、民地の地盤高が変更
できるように土地所有者と協議を行い、理解を得て、実
施した。

計

52.0

6.0

10.0

4.0

0 20 40 60

管理者が点検

管理者が点検し行政（市町）…

行政と管理者が共同で点検

利用者と行政と管理者が合同…

％



（９）整備終了後に発生した課題と解決方策

→

→

Ｃ．バリアフリー新法への対応について

（１）旧法下での基本構想についての見直し ［複数回答］
(N=50)

20 (40.0%)

4 (8.0%)

4 (8.0%)

11 (22.0%)

12 (24.0%)

5 (10.0%)

56

未回答

ハンドル型電動車椅子の鉄道利用について、その可否
を鉄道事業者に最終判断を委ねているため、利用でき
ない駅が出てきている。

現在、県のバリアフリー担当課と解決方策を検討中であ
る。

市民等からの要請があれば見直す

予算措置が出来れば見直す

整備完了（が近い）のため見直す計画はない

その他

計

社会状況を見ながら見直す

・全体の進捗を確認する体制が出来ていない。
・事業者、管理者からの特定事業計画が作成されてい
ない。

現在調整中

「その他」と回答の具体的な内容

整備中であるが、現時点では見直す計画はない。

現基本構想の達成に目処がつく時点で検討

見直す予定はない

バリアフリー新法による基本構想樹立

見直す予定はなし

基本方針に変わりはなく、見直す必要性は見あたらない。

新法対応による基本構想を策定している。

既に策定している基本構想25地区の道路特定事業進捗率が約３割程度といった現状で、本市においてはこれらの事業完
了を最優先に考えており、見直し等は考えていない。

旧法下での基本構想で定めた整備目標達成を最優先に考えており、現在のところ見直す計画はない。

市域内には今後もその他の地区でバリアフリー整備が求められており、新規の基本構想を優先し、また策定済み地区の整
備（旧法分）を実施する。

現時点では見直す計画はない

事業実施段階で必要性により見直す。

40.0

8.0

8.0

22.0

24.0

10.0

0 20 40

社会状況を見ながら見直す

市民等からの要請があれば見直す

予算措置が出来れば見直す

整備完了（が近い）のため見直す計画はない

その他

未回答

％



(N=50)

19 (38.0%)

0 (0.0%)

2 (4.0%)

29 (58.0%)

50 (100.0%)

「その他」と回答の具体的な内容

（３）バリアフリー新法の基本方針で掲げられているスパイラル・アップについて計画（実施中）の取り組み

バリアフリー策定会議の中に、高齢者、障害のお持ちの方も入って協議を進めているため、現状では再度見直しは考えて
いない。

進捗説明会を実施

社会状況の変化やバリアフリーに関するニーズの多様化に対応するため、高齢者や障害者をはじめとする市民参画のもと
にバリアフリー整備に対する評価を適宜行うとともに 必要に応じて基本構想の見直しを行う

本市では新法に基づき策定した地区の事例はない。

未回答

（２）同一市町内で基本構想の作成時期の違いにより生じるバリアフリー整備内容の差に対する
　　今後の取り組み

特になし

サービス水準の高い方に併せて見直す

今後、スパイラルアップとして見直す。

その他

計

特になし
38.0%

その他
4.0%

未回答
58.0%

基本構想策定のために設置した協議会を存続させ、年１回以上の開催に努め、施設設置管理者から特定事業の計画内容
や進捗状況等情報提供する時間の経過によって生ずる課題や生活関連施設及び生活関連経路の追加修正

本市のホームページで、全25地区の基本構想と各特定事業計画、特定事業の進捗状況を公表するとともに、事業等に関し
て市民や利用者などから意見があった場合は市から事業者に働きかけを行うこととし、事業者は市民等の意見を事業に反
映させることを基本構想に明記している。

ユニバーサルデザインガイドラインの中で検討中

現在調整中。平成19年度以内に立ち上げ予定。

現在においては取り組んでいません。

市交通バリアフリー懇談会を活用し、市民等から第３者的立場から利用者としての意見をいただき、今後の整備等事業計画
に反映していく予定である。また、将来的には各事業の推進報告を兼ねたシンポジウムを開催する予定であり、その際の意
見も事業に反映していきたいと考えている。

現在、基本構想策定後の各特定事業の進行管理及びスパイラルアップについての体制や方法などについて市内部で検討
中。

ユニバーサル歩道整備事業として、だれもが安心して歩きやすい道づくりを推進しており、高齢者・障害者等の参加の下で
検証し、歩道の段差解消や波打ち歩道の解消などを全市で取り組んでいる。

にバリアフリー整備に対する評価を適宜行うとともに、必要に応じて基本構想の見直しを行う。

高齢者等による現地検証

学識経験者や関係団体、事業者等で構成する「交通バリアフリー推進連絡会」を設置し、基本構想策定後の進捗や事業結
果の報告、意見交換を行う場として、年に１回開催予定。（今秋より）

定期的に協議会委員の方に集まっていただき、進捗状況や具体的な整備計画に意見を反映させていきたいと考えている。

スパイラルアップは必要と考えているが、他事業との調整を行いながら検討していきたい。

基本構想に位置付けられた施策を推進する取り組みとして、組織（会）を立ち上げて関係者相互の連絡・調整等を行う。



（４）心のバリアフリーの啓発・教育活動について計画（実施中）の取り組み ［複数回答］
(N=50)

19 (38.0%)

8 (16.0%)

8 (16.0%)

13 (26.0%)

6 (12.0%)

54

「その他心のバリアフリーに向けた取組を計画（実施）」と回答の具体的な内容

街頭啓発活動など広報・啓発活動を計画（実施）

職員向け研修など教育・研修活動を計画（実施）

その他心のバリアフリーに向けた取組を計画（実施）

計

平成19年10月、国土交通省主催により、駅において、交通バリアフリー教室を実施する予定。

市職員および市民の協力のみであるが、障害のお持ちの小中学生と１日一緒に過ごし、理解を深めるため「サマーホリデー
事業」を実施している。

未回答

計画（実施）している取組は特にない

38.0

16.0

16.0

26.0

12.0

0 20 40

計画（実施）している取組は特にない

街頭啓発活動など広報・啓発活動を計画（実施）

職員向け研修など教育・研修活動を計画（実施）

その他心のバリアフリーに向けた取組を計画（実施）

未回答

％

（５）バリアフリー新法による策定、もしくは旧法下での基本構想の見直し
(N=50)

1 (2.0%)

13 (26.0%)

29 (58.0%)

7 (14.0%)

50 (100.0%)

大学との連携、セラピー基地認定による体験など。

年に１回シンポジウムを開催している。

旧法下での基本構想を見直した（予定も含む）

新法により基本構想を策定した（予定も含む）

見直しも新法による策定も予定していない

計

平成19年度は近畿運輸局主催の交通バリアフリー教室を実施。

本市ではユニバーサルデザインのまちづくりとしての取り組みの中で会員により出前講座等実施している。

未回答

平成17年にバリアフリーマップを制作し、障害者団体等に配布するとともに、市ホームページで情報を公開している。また、
リニューアルした駅に設置している周辺地図は音声案内等ができる仕様でだれもが使いやすいよう工夫している。

区役所の取り組みの中で、小学校の総合学習と連携して「まち歩きワークショップ」を開催し、区民がバリアフリーを理解・協
力するための取り組み事例がある。また、地域と連携したバリアフリーの取り組む等に関して、地域の団体やグループ等と意
見効果を行う「出前講座」を実施している。

平成16年11月に、近畿運輸局と共催し、「交通バリアフリー教室」を開催（大阪市交通局協力）

ユニバーサルデザイン推進協議会の設置

啓発冊子の作成

中高生、社会人を対象とした交通バリアフリー教室を開催した。

バリアフリー教室の開催

バリアフリーマップ作成、観光通訳ボランティア、車椅子やベビーカーの貸出など

旧法下での基本
構想を見直した
（予定も含む）

2.0% 新法により基本
構想を策定した
（予定も含む）

26.0%

見直しも新法に
よる策定も予定

未回答
14.0%



（６）基本構想における民間の建物や経路の取り扱い（交通事業者管理の旅客施設は除く）［複数回答］
(N=50)

6 (12.0%)

6 (12.0%)

0 (0.0%)

39 (78.0%)

51

＜自由記述＞

民間の建物を基本構想に取り込んだ（予定も含む）

経路協定に基づいた生活関連経路を設定した（予定も含む）

その他民間施設との関わりを工夫した基本構想を策定した（予定も含む）

計

重要整備地区は、駅周辺が中心となりますので、その周辺には、商業施設などが集中している以上取り込んだ計画が必要
となってくる。

現在、協議会に特別特定建築物の建築主や路外駐車場の施設設置管理者に参加いただき、基本構想を策定中である。

未回答

12.0

12.0

0.0

78.0

0 20 40 60 80

民間の建物を基本構想に取り込んだ（予定も含む）

経路協定に基づいた生活関連経路を設定した（予定も含む）

その他民間施設との関わりを工夫した基本構想を策定した（予定も含む）

未回答

％

Ｄ．自由意見

基本構想策定後、各特定事業が整備完了するまでの数年間に、特定事業者の組織改革や人事異動等により、事業者側で
実施しなければならない事業内容の認識が薄れることがある。行政側で毎年度ヒアリング等により事業進捗の確認を行い、
事業実施の必要性について再認識してもらうことが重要と考えている。

バリアフリー施策は守備範囲がより広範になり、主体となる部局の決定に時間と労力を要することが危惧されることから、取
組体制のモデル化が必要。市民を広く巻き込みまちの点検を行うので、市民の事業化への期待が膨らむ。過大な計画を公
表すると市民を裏切る結果になる。

・事業を実施する場合、多額の費用が発生する路線があり、当初から予算化を視野に入れた議論が必要。
・事業実施計画を引き続き作成していく必要がある。

基本構想策定の効果（メリット）を明確にする。構想策定を市町村へ対してのみ努力目標としていることに疑問。（例えば、県
の取り扱いとして、旅客施設のバリアフリー化補助金（県１／６、市１／６）は基本構想策定しなければ原則補助しないとして
いる）
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(N=27)

9 (33.3%)

9 (33.3%)

8 (29.6%)

2 (7.4%)

27 (100.0%)

(

22

32.1%

32.1%

28.6%

7.1%



(N=27)

15 (55.6%)

4 (14.8%)

9 (33.3%)

28

55.6

14.8

33.3
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0 (0.0%)
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